
対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

情報公開・個人情報保護事業 51010100

情報公開制度及び個人情報の保護に関する適正な運営

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

101 適切で効果的な情報の公開

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

平成13年度

府中市情報公開条例、府中市個人情報の保護に関する条例

情報公開は、市民及び市内在勤・在学者、市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体、公文書の開示を必要
とする理由を明示して請求する個人及び法人その他の団体。自己情報は、何人及び未成年者又は成年被後見人の法定代理人。

開かれた市政の実現のために、広報・ホームページなどで積極的に情報を公開していく一方、市民の知る権利を尊重し情報開
示請求に迅速に対応する。

個人に関する情報を最大限に保護しつつ、公文書の開示を請求する市民の権利を明らかにすることにより、市民の市政への参
加を進め、市民の理解と批判の下に公正で透明な市政を推進する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼市政情報公開室・ホームページでの情報公
開の充実（附属機関等の会議録・議事録、資
料、報告書）
▼情報開示請求に対する開示までの期間の短
縮
▼個人情報保護の適正な管理運営

▼市政情報公開室・ホームページでの情報公
開の充実（附属機関等の会議録・議事録、資
料、報告書）
▼情報開示請求に対する開示までの期間の短
縮
▼個人情報保護の適正な管理運営

○附属機関等（５５機関）の議事録・会議録
・資料等公開：市政情報公開室３７機関・ホ
ームページ２２機関
○公文書開示請求９．４日、個人情報開示請
求７．１日
○個人情報保護の適正な管理運営

○附属機関等（６１機関）の議事録・会議録
・資料等公開：市政情報公開室３３機関・ホ
ームページ２６機関
○公文書開示請求７．１日、個人情報開示請
求６．５日
○個人情報保護の適正な管理運営

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

611,000 611,000 611,000 612,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

59,000 8,000 8,000 10,000 0 0

552,000 603,000 603,000 602,000 0 0

611,000 611,000 611,000 0 0 0

123,134 254,600 315,240 0 0 0

20.2% 41.7% 51.6% 0.0% 0.0% 0.0%

1.03 1.06 1.08

9,215,084 9,944,434 9,441,112

0 0 0

0 0 0

955,392 781,617 757,590

10,293,610 10,980,651 10,513,942 0 0 0



情報公開・個人情報保護事業
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13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

市政情報を迅速に市民に提供できるよう、開示日数の短縮に努めた。

① 情報開示までの日数
10

日

9.5 9 8.5 8 7.5 7

9.6 9.4 7.1 - - -

7

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市の保有している情報の公開や個人情報の保護については、市が主体的
に実施する以外にない事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

市民との協働によるまちづくりは市政情報の提供が不可欠であり、如何に広く的確に情報を公開するかが重要である。平成２０年度からはリ
ニューアルしたホームぺージで、附属機関等の会議録等を市民に積極的に情報提供をしている。また、開示請求に対する開示決定日数も昨年
同様、目標値に近い処理日数で処理できている。

多種多様な情報を求める市民の要求に応えるため、ホームページで公開する市政情報の充実と開示請求に対する開示決定日数の短縮が必要。

市民が必要とする情報が入手しやすいよう環境を整備し、積極的に市政とまちづくりに関する情報を公開するため、電子文書管理システムの
導入の検討など、市民への説明責任を十分に果たしていく必要がある。公文書の公開には、引き続き府中市情報公開条例に基づき適切に運用
することとし、個人情報の保護にも徹底していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

平成２０年度からホームページによる会議録等の公
開の充実を図り、積極的に市民に市政情報を提供し
ている。また、開示決定日数も大量請求のため開示
期間延長をした請求を除いた場合は、公文書開示請
求７．１日、個人情報開示請求６．５日と指標を下
回っており、当面は現状のまま継続していく。



情報公開・個人情報保護事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0020500 情報公開審査会運営費 170,000 0 170,000

2 01 10 05 05 0021000 情報公開事務費 13,000 11,239 13,000

3 01 10 05 05 0021500 個人情報保護審査会運営費 85,000 204,000 85,000

4 01 10 05 05 0021600 情報公開・個人情報保護審議会運営費 330,000 88,000 330,000

5 01 10 05 05 0022000 個人情報保護事務費 13,000 12,001 14,000

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 611,000 315,240 612,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

市政情報公開室運営事業 51010200

市政情報公開室の管理及び運営

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

101 適切で効果的な情報の公開

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成14年度

府中市情報公開条例

全市民、議員、職員

市が保有している市政情報などを網羅的、系統的に収集し、行政資料の公開、閲覧、複写、図書情報の提供を行う。

市民と協働によるまちづくりのためには市政情報の提供は不可欠であり、積極的に公開することにより市民への説明責任を十
分に果たし、市民自らが考え行動できるよう情報を提供する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼情報公開室での公開の充実（附属機関等の
議事録・会議録・資料等）
▼来室者へのレファレンスの充実

▼情報公開室での公開の充実（附属機関等の
議事録・会議録・資料等）
▼来室者へのレファレンスの充実

○附属機関等（５５機関）の議事録・会議録
・資料等公開：３７機関
○市政情報公開室　来室人数４，８３１人
○貸出人数８５人
○貸出冊数１３３冊
○所蔵冊数１３，８９５冊
○コピーサービス３，６１８枚

○附属機関等６１機関のうち会議を開催した
３５機関（非公開を除く）の議事録・会議録
・資料等の公開：３３機関
○市政情報公開室　来室人数４，５７９人
○貸出人数８４人
○貸出冊数１５３冊
○所蔵冊数１４，２９８冊
○コピーサービス４，１１７枚

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

1,316,000 3,304,000 3,085,000 3,031,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

70,000 70,000 38,000 38,000 0 0

1,246,000 3,234,000 3,047,000 2,993,000 0 0

1,297,000 3,224,000 3,094,000 0 0 0

1,043,011 2,911,654 2,601,400 0 0 0

80.4% 90.3% 84.1% 0.0% 0.0% 0.0%

0.05 0.04 0.04

485,004 331,481 314,704

0 0 0

0 0 0

50,284 26,053 25,253

1,578,299 3,269,188 2,941,357 0 0 0



市政情報公開室運営事業
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13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

利用者数は減少傾向であるが、附属機関等の会議録について公開の充実を図るなど、市民と協働のまちづくりの推進のため情報の提供に努め
、事業目的は達成できたと考える。

① 市政情報公開室利用者数
6,042

人

6,200 6,400 6,600 6,800 7,000 8,000

5,403 4,831 4,579 - - -

8,000

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

公正で透明な市政の推進と市政への市民参加を促すため、積極的に市政
の情報を公開することは必要。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

市政情報公開室では、市が保有する市政情報などの集中管理と、市政情報などを網羅的、系統的に収集し、市民や職員などに対して情報を提
供している。具体的には、○行政資料の収集・保存・貸出　○日刊紙６紙の整理・保存や、市や地方自治関連記事のクリッピング及び提供　
○市政情報（附属機関等の会議録、議事録等）　○Ｉネットサロン（情報端末）による情報提供
平成２２年度は、４，５７９人の来室があった。　

市政情報（附属機関等の会議録、議事録等）や行政資料を充実し、公開及び提供に努めているが、市民に広く利用いただくためには積極的な
ＰＲが必要と考えている。

情報公開室の拡充や機能の充実に向けた要望があるが、現状において面積を広げることは不可能なため、図書館オンラインシステムを利用し
たレファレンス・サービスなど、更なる情報提供の充実に努めていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市政の説明責任及び透明性を果たすため、平成２２
年度は附属機関等の会議録の公開について、進行管
理を徹底し充実に努めた。今後も引き続き継続して
市政情報の提供を実施する。



市政情報公開室運営事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0108000 市政情報公開室運営費 3,085,000 2,601,400 3,031,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,085,000 2,601,400 3,031,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

市政情報センター運営事業 51010300

府中市政情報センターの管理及び運営

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

101 適切で効果的な情報の公開

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 施設管理運営事業

平成7年度

全来所者

総合案内及び市政のＰＲ、情報機器による情報の提供、住民票の写し・税証明・印鑑証明の交付、公共施設の予約、粗大ごみ
シールの販売、刊行物の販売、コピーサービス

本市の玄関口である京王線府中駅において、来訪された方に対し市政情報センターにおいて総合案内をすることにより府中市
に対する理解を深めていただく。また、情報機器による情報の提供や住民票等の交付、粗大ごみシールの販売などにより市民
の利便性の向上を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼映像による情報提供の充実
▼情報提供及び資料の充実

▼映像による情報提供の充実
▼情報提供及び資料の充実

○来館者６４，２４３人
○電子掲示板案内情報（４１件）
○情報提供（案内件数１７，６２０）

○来館者６１，６４３人
○電子掲示板案内情報（４１件）
○情報提供（案内件数１６，１３６）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

13,007,000 8,273,000 8,481,000 8,180,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

13,007,000 8,273,000 8,481,000 8,180,000 0 0

13,538,000 8,353,000 8,481,000 0 0 0

13,065,849 7,874,385 7,770,300 0 0 0

96.5% 94.3% 91.6% 0.0% 0.0% 0.0%

1.14 1.22 0.04

10,185,093 11,380,852 314,704

0 0 1

0 0 3,358,488

1,055,959 894,518 726,725

24,306,901 20,149,755 12,170,217 0 0 0



市政情報センター運営事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

年々減少傾向にあるが、本市の玄関口である京王線府中駅において来訪された方に対し本市を総合的に案内し、また、情報機器による情報の
提供や住民票等の交付、粗大ごみシールの販売等市民の利便性の向上を図るなど、目的は概ね達成していると考える。

① 市政情報センター利用者数
65,349

人

65,500 65,600 65,700 65,800 65,900 66,000

67,749 64,243 61,643 - - -

66,000

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市政情報の提供のため年末年始を除き開館し、多くの利用者に情報の提
供や証明書を交付し利便性の向上を図っている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

平成７年度に開設し市民及び府中駅の乗降客に市政情報を提供するための施設として、年末年始休みの６日間を除く午前８時３０分から午後
７時３０分まで開館している。提供しているサービスは、市庁舎への案内・誘導、市の施設・観光及び府中駅周辺の案内、市の各種行事のＰ
Ｒ、市の刊行物の販売、電子掲示板による情報の提供、自動交付機による住民票の写しや印鑑証明や税証明の交付、公共施設予約入金機によ
る施設の予約、Ｉネットサロンによる情報提供など多岐にわたっている。平成２２年度の来館者は６１，６４３人を数えた。

職員体制は、再任用職員１名と臨時職員７名による３交代制で運営している。シフトによっては臨時職員だけのときもあり、管理運営上から
も常時正規職員１名の配置が望ましいと思われる。

府中市の玄関口である府中駅構内の立地を生かし、市民に対し市政情報や住民票の写しなどの証明書の交付など利便性の向上を図り、来訪者
には積極的に市政情報を提供し本市に対する好感度を上げるため、引き続き年末年始を除く３５９日開館し情報を提供していく。また、平成
２１年度に改修した電子掲示板の積極的な活用を今後も図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

開館日や時間については特に苦情はない。印鑑登録
や転入などの事務手続きを希望される声を聞くが、
市政情報を提供する施設としての位置付けとしては
、現状のまま継続していく。



市政情報センター運営事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0110000 市政情報センター管理費　管理委託料 5,301,000 5,202,052 5,285,000

2 01 10 05 10 0111000 市政情報センター管理費　光熱水費 2,131,000 2,061,657 2,039,000

3 01 10 05 10 0112000 市政情報センター管理費　諸経費 1,049,000 506,591 856,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 8,481,000 7,770,300 8,180,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

広報事業 51020100

市民が必要とする情報、市が伝えたい情報の発信

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

102 広報活動の充実

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

全市民

広報紙「広報ふちゅう」、テレビ広報「まるごと府中」、市ホームページ、わたしの便利帳、子ども広報「けやきっ子」など
により、情報を発信する。

市民が持つ「市の情報を知ることのできる権利」を保障する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼広報紙「広報ふちゅう」
▼テープ広報「声の広報ふちゅう」
▼テレビ広報「まるごと府中」
▼市ホームページ
▼わたしの便利帳
▼子ども広報「けやきっ子」
▼ふちゅうガイド

▼広報紙「広報ふちゅう」
▼テープ広報「声の広報ふちゅう」
▼テレビ広報「まるごと府中」
▼市ホームページ
▼わたしの便利帳
▼子ども広報「けやきっ子」
▼ふちゅうガイド

▼広報紙「広報ふちゅう」
▼テープ広報「声の広報ふちゅう」
▼テレビ広報「まるごと府中」
▼市ホームページ
▼わたしの便利帳
▼子ども広報「けやきっ子」
▼ふちゅうガイド

▼広報紙「広報ふちゅう」
▼テープ広報「声の広報ふちゅう」
▼テレビ広報「まるごと府中」
▼市ホームページ
▼わたしの便利帳
▼子ども広報「けやきっ子」
▼ふちゅうガイド

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

94,595,000 96,359,000 91,070,000 87,018,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

276,000 0 0 0 0 0

94,319,000 96,359,000 91,070,000 87,018,000 0 0

93,298,000 96,323,000 91,070,000 0 0 0

87,036,871 89,847,080 82,345,183 0 0 0

93.3% 93.3% 90.4% 0.0% 0.0% 0.0%

5.42 5.91 6.00

48,500,443 55,246,856 52,450,620

0 0 0

0 0 0

5,028,378 4,342,331 4,208,837

140,565,692 149,436,267 139,004,640 0 0 0



広報事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

広報紙の配布世帯数について、希望配布は伸びているが、新聞折込みが落ち込んでいるため、平成22年度は前年より1,376世帯減少した。

① 広報紙「広報ふちゅう」の配布
世帯数

80,000

世帯

81,000 83,000 85,000 87,000 88,500 100,000

83,092 80,532 79,156 - - -

100,000

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

基本的には市政情報の提供であるため、市が主体的に実施すべき事業で
ある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

広報紙については、これまでの新聞折込みの配布に加え、新聞未講読世帯への対策として希望配布制度を実施し、平等な市政情報の提供を図
った。平成20年４月には、ユニバーサルデザインに配慮したホームページにリニューアルし、高齢者や障害のある方など、だれもが市政情報
を容易に得られる環境の整備を図った。また、平成22年11月には、わたしの便利帳を民間事業者と協働発行することにより経費を削減すると
ともに、全面改訂・全戸配布を実施した。

・市民が必要としている情報の把握
・情報格差の解消

市民が必要としている情報の把握に努めるとともに、市政情報に関心を持ってもらえるよう、発信する情報内容はよりわかりやすく、より明
確に行なう。また、情報格差の解消に努め、多くの市民が市政情報を入手できるよう、新たな情報発信手段の導入も踏まえ、環境の整備を図
る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市民が持つ「市の情報を知ることのできる権利」を
保障するとともに、市民が必要とする情報、市が伝
えたい情報の発信を実施するためには、現状を維持
して継続する必要がある。



広報事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0098000 広報発行費 67,350,000 60,947,733 63,794,000

2 01 10 05 10 0099000 こども広報等発行費 3,318,000 2,067,213 3,206,000

3 01 10 05 10 0101000 テレビ広報費 14,718,000 14,718,000 14,718,000

4 01 10 05 10 0102000 広報活動費 5,642,000 4,570,237 5,258,000

5 01 10 05 10 0113000 負担金　日本広報協会 42,000 42,000 42,000

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 91,070,000 82,345,183 87,018,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

オンブズパーソン設置事業 51030100

府中市オンブズパーソン制度の運営

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

103 広聴活動の拡充

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成12年度

府中市オンブズパーソン条例

市民全般

市民の市政に関する苦情を公正かつ中立的な立場から簡易迅速な手続で処理し、市政の改善を図るため、定期的な相談の機会
を設けること。

市政に対する市民の理解と信頼を高め、開かれた市政の推進に資する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼オンブズパーソンによる面談、出張面談の
実施
▼オンブズパーソン会議の開催

▼オンブズパーソンによる面談、出張面談の
実施
▼オンブズパーソン会議の開催
▼オンブズパーソン任期満了（１期２年）に
より新任オンブズパーソン選任（平成２２年
１０月〜平成２４年」９月）

▼オンブズパーソンによる面談、出張面談の
実施
▼オンブズパーソン会議の開催

▼オンブズパーソンによる面談、出張面談の
実施
▼オンブズパーソン会議の開催
▼オンブズパーソン任期満了（２期４年）に
よりオンブズパーソン再任（平成２２年１０
月〜平成２４年９月）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

3,395,000 3,396,000 3,396,000 3,396,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,395,000 3,396,000 3,396,000 3,396,000 0 0

3,395,000 3,396,000 3,396,000 0 0 0

3,391,340 3,392,384 3,391,420 0 0 0

99.9% 99.9% 99.9% 0.0% 0.0% 0.0%

0.87 0.95 0.96

7,760,071 8,839,497 8,392,099

0 0 0

0 0 0

804,540 694,770 673,413

11,955,951 12,926,651 12,456,932 0 0 0



オンブズパーソン設置事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市政の改善に繋がるこの事業は、市民の権利利益を擁護し、市民の理解
と信頼を高めるために重要である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

苦情申立て等の状況(件数)は次のとおり。
苦情申立て、相談受付、行政視察対応、資料請求、合計の順で記載。
●平成１９年度　　　９件、５０件、１件、２２件、８２件
●平成２０年度　　１１件、２７件、０件、３４件、７２件
●平成２１年度　　１２件、３１件、０件、２３件、６６件
●平成２２年度　　１８件、４２件、０件、２７件、８７件

オンブズパーソン制度は、平成１２年１１月から苦情申立ての受付を開始し、平成２２年度は１１年目となり、安定した運営がされてきてい
るが、市民の認知度は十分とは言えない。さらなる周知が必要である。

オンブズパーソン制度の市民への周知を図るために、市報やホームページでのＰＲ、文化センターでの出張相談を実施しており、今後も継続
してＰＲに努めていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

前年度に比べ苦情申立の件数が５０％増加しており
、制度が少しずつ浸透しているものと思われる。申
立者にオンブズパーソンから調査結果通知書を送付
するが、その後オンブズパーソンには一切苦情がな
いことから制度は順調に運営されている。



オンブズパーソン設置事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0023000 オンブズパーソン活動費 3,396,000 3,391,420 3,396,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,396,000 3,391,420 3,396,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

市民相談事業 51030200

市民相談（専門相談）の実施

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

103 広聴活動の拡充

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

昭和35年度

府中市市民相談（専門）業務実施要綱

全市民（在勤・在学含む）

毎月決められた日に市民相談、各種専門相談を実施すること。

市民の日常生活でおこるさまざまな問題の解決を図り、市民が安心して生活を送れるようにする。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼日常生活や市政への相談を受け、生活に役
立つ情報の提供や市政情報を提供
　市政相談、外国人相談
▼専門相談員による無料相談の実施
　法律相談、人権身の上相談、行政相談、交
通事故相談、税務相談、登記相談、労働相談
、不動産取引相談、住宅建築相談、暮らしの
書類作成相談、年金・労災・雇用保険相談

▼日常生活や市政への相談を受け、生活に役
立つ情報の提供や市政情報を提供
　市政相談、外国人相談
▼専門相談員による無料相談の実施
　法律相談.人権身の上相談.行政相談.交通
事故相談.税務相談.登記相談.労務相談.不動
産取引相談.住宅建築相談.相続･遺言等暮ら
しの書類作成相談.年金･労災･雇用保険相談

▼日常生活や市政への相談を受け、生活に役
立つ情報の提供や市政情報を提供
　市政相談、外国人相談
▼専門相談員による無料相談の実施
　法律相談、人権身の上相談、行政相談、交
通事故相談、税務相談、登記相談、労働相談
、不動産取引相談、住宅建築相談、暮らしの
書類作成相談

▼日常生活や市政への相談を受け、生活に役
立つ情報の提供や市政情報を提供
　市政相談、外国人相談
▼専門相談員による無料相談の実施
　法律相談、人権身の上相談、行政相談、交
通事故相談、税務相談、登記相談、不動産取
引相談、住宅建築相談、相続・遺言等暮らし
の書類作成相談、労務相談、年金･労災･雇用
保険相談

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

11,343,000 12,037,000 12,259,000 12,359,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

357,000 402,000 376,000 376,000 0 0

10,986,000 11,635,000 11,883,000 11,983,000 0 0

11,343,000 12,108,000 12,250,000 0 0 0

10,923,193 11,812,209 12,071,583 0 0 0

96.3% 97.6% 98.5% 0.0% 0.0% 0.0%

3.36 2.72 2.76

30,070,275 25,413,554 24,127,285

0 0 0

0 0 0

3,117,594 1,997,468 1,936,063

44,111,062 39,223,231 38,134,931 0 0 0



市民相談事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

毎年相談後にアンケート調査を実施し事業の改善に努めている。また、22年度途中から各相談（水・金曜日の法律相談、年金・労災・雇用保
険相談を除く）の受付方法を電話も可としたことも満足度の向上に繋がったと思われる。

① 市民相談（各種専門）を受けて
満足している市民の割合

38.4

％

50 55 60 65 70 80

63.6 49.4 55.9 - - -

80

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市民の日常生活上の問題解決にとって重要な事業のひとつであり、市が
主体となって実施すべきものである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

主な相談受付の状況(件数)は次のとおり。
●市政相談　　18年度：3,022件､19年度：2,904件､20年度：3,011件､21年度：3,083件､22年度：2,976件
●一般相談　　18年度：2,935件､19年度：2,819件､20年度：2,669件､21年度：2,652件､22年度：2,585件
《専門相談》
●法律相談　　18年度：1,525件､19年度：1,421件､20年度：1,310件､21年度：1,411件､22年度：1,474件
●人権身の上相談　18年度： 65件､19年度： 79件､20年度： 65件､21年度： 48件､22年度： 84件
●行政相談　　　　18年度： 22件､19年度： 10件､20年度：  5件､21年度： 11件､22年度： 20件
●交通事故相談　　18年度： 77件､19年度： 66件､20年度： 54件､21年度： 75件､22年度： 79件
●税務相談　　　　18年度：150件､19年度：110件､20年度：114件､22年度：134件､22年度：128件
●登記相談　　　　18年度： 59件､19年度： 33件､20年度： 50件､21年度： 35件､22年度： 40件
●不動産取引相談　18年度： 85件､19年度： 74件､20年度： 73件､21年度： 56件､22年度： 41件

その時々の市民ニーズに合った、相談窓口体制の確保と各種専門相談の充実。
相談業務を行っている他課との連携の強化。
市民が抱えてる問題の相談窓口を的確に提供できるよう、ＰＲ活動を充実する。

市民相談事業は、市民が日常生活の中で生じる様々な疑問や悩みごとの解決を図り、安心して日々の暮らしを送るために欠かせないものであ
る。よって、他の自治体などの実施方法や内容の研究を進め、さらなる充実を図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

経費面での配慮は必要であるが、市民にとって欠か
せない重要な事業である。
市民相談事業に対するニーズは高く、利用者実績も
多いことから継続して行う必要がある。



市民相談事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0103000 市民相談運営費 12,259,000 12,071,583 12,359,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 12,259,000 12,071,583 12,359,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

広聴事業 51030300

市政にする意見・要望等をアンケート方式により聴取し、今後の行政運営上の参考に資する。

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

103 広聴活動の拡充

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

昭和42年度

全市民（調査対象は、満２０歳以上の市民で男女計１,０００人）

昭和４２年度の長期総合計画策定資料「市政アンケート」が第１回目で、昭和４６年度に「第３回市政世論調査」として今日
に至っている。調査項目は、「住み心地と生活の満足度」として、市政に対する評価を継続的に調査している。また、その都
度、各課の施策や事業に対する特設質問も調査している。

調査結果に基づき、今後の施策の方向性や展開している事業の修正など、市民ニーズを的確に捉え市政に反映するため実施す
る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼調査地域　　府中市全域
▼調査対象者　満２０歳以上の男女個人
▼標本数　　　１,０００人（１００地点）
▼抽出方法　　地点を用いた二段抽出法
▼調査方法　　面接聴取法
▼調査期間　　７月４日から８月２日
▼回収数　　　８８１（回収率８８．１％）

▼調査地域　　府中市全域
▼調査対象者　満２０歳以上の男女個人
▼標本数　　　１,０００人（１００地点）
▼抽出方法　　地点を用いた二段抽出法
▼調査方法　　面接聴取法
▼調査期間　　７月３日から８月１日
▼回収数　　　９００（回収率９０．０％）

▼市政世論調査　○調査期間　７月４日から
８月２日、○回収率８８．１％
▼広聴活動　○市長への手紙　４２７件（匿
名４０件含む）、○陳情・要望　６２件
▼市政モニター　○モニター会議　２回開催
（モニターアンケート１回含む）：テーマ「
府中市の文化財」、「府中市私の便利帳、往
診の利用状況」、○電子モニター　２回実施
：テーマはモニター会議と同じ

▼市政世論調査　○調査期間　７月３日から
８月１日、○回収率８８．９％
▼広聴活動　○市長への手紙　４７４件（匿
名６４件含む）、○陳情・要望　６９件
▼市政モニター　○モニター会議　２回開催
（モニターアンケート２回実施）：テーマ「
国民体育大会等、市公式ホームページ」、「
総合情報センター（仮称）」○電子モニター
　２回実施：テーマはモニター会議と同じ

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

3,702,000 3,712,000 3,799,000 3,700,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 37,000 37,000 0 0

3,702,000 3,712,000 3,762,000 3,663,000 0 0

3,867,000 3,712,000 3,799,000 0 0 0

3,354,620 3,358,503 3,227,107 0 0 0

86.7% 90.5% 84.9% 0.0% 0.0% 0.0%

1.03 1.06 1.08

9,215,084 9,944,434 9,441,112

0 0 0

0 0 0

955,392 781,617 757,590

13,525,096 14,084,554 13,425,809 0 0 0



広聴事業
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

計画値には達していないものの、目標は概ね達成しているものと判断している。

① 市政世論調査アンケート回収数
892

人

889 900 900 900 900 900

889 881 889 - - -

900

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市民の市政に対する要望等を継続的に把握することは、的確な施策の展
開に有効であるため必要である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

世論調査は、昭和４２年度の長期総合計画策定資料「市政アンケート」が第１回目で、昭和４６年度に「第３回市政世論調査」として今日に
至っている。調査項目は、「住み心地と生活の満足度」として、市政に対する評価を継続的に調査し、その都度、各課の施策や事業に対する
特設質問も調査している。平成２２年度調査で第４２回を数えた。「住み心地と生活の満足度」調査では、平成４年度調査から《住みよい派
》が９割台半ばを占めており、特に力をいれて欲しいと思うことについては、高齢者福祉対策が最近１０年間において、平成１７年度以外は
常に１位となっている。
　市長への手紙や懇談会は、市民生活における身近な問題に対する意見や提案を直接市長へ伝える手段として定着しており、平成２２年度は
市長への手紙が４７４件届き、懇談会は自治会長とＰＴＡ合わせて５３５名の参加があった。
　市政モニターは、昭和６３年に発足した女性モニターが前身で、男女共同参画社会への意識の高まりの中、平成１４年１１月１１日に制度
の見直しを行い、現在１００名のモニターに活動いただいている。
　広聴事業はこれらの制度により行政への要望を的確に把握し、市民の望む施策の展開に繋げている。

世論調査は、各課からの施策や事業に対する特設設問の依頼が減少傾向にあるため、ＰＤＣＡサイクルのチェック機能として有効に活用いた
だくよう周知が必要と考えている。また、市政モニターについてもテーマに対して市民の意見を即時に聞ける市民との協働によるまちづくり
には有効な手段であるが、手を挙げる課が少ないため、より一層の周知が必要である。

世論調査においては現在の調査方法は面接聴取法のため、回答まで時間を要し年々協力を得るのが難しい状況にある。今後は郵送による調査
方法も検討する必要があり、この場合は、現状の回答数を確保するには調査対象者を増加する必要があると考えている。
市政モニターについては、市民の意見要望の正確性を上げるためにサンプル数を増やす必要があると思うが、すべてのモニターを電子モニタ
ーに変更することは経費の上昇なく増員が図られ有効と考える。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

継続して市政に対する市民の要望等を的確に把握す
ることは、施策の展開には必要不可欠であるため、
今後も現状のまま実施する。



広聴事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0104000 市政世論調査費 2,500,000 2,289,000 2,400,000

2 01 10 05 10 0107000 広聴活動費 956,000 721,027 957,000

3 01 10 05 10 0109000 市政モニター活動費 343,000 217,080 343,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,799,000 3,227,107 3,700,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

補助金　日本司法支援センター 51030400

法的トラブルの解決を行う日本司法支援センターの補助金

Ⅴ 計画の推進に当たって

1 市民との協働によるまちづくり

103 広聴活動の拡充

政策総務部 広報課

10 総務費

05 総務管理費

10 広報費

市
一般会計 補助金

平成5年度

総合法律支援法

全市民

日本司法支援センターは、情報提供業務、民事法律扶助業務、国選弁護関連業務、犯罪被害者支援業務などを行っており、当
市の市民も多く利用している。特に、法律相談や民事法律扶助業務の代理援助、書類作成援助は、経済的に困難な市民の紛争
解決に有効であり、補助金支出により、当センターの運営を補助することで、市民の利用する相談窓口の充実を図る。

経済的な理由により弁護士費用が用意できない市民のために、無料の法律相談はもとより、弁護士等が必要な場合、弁護士の
紹介や弁護士費用の立替をし、市民の紛争解決を図る機会を充実する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼補助金の交付 ▼補助金の交付

▼補助金の交付
▼交付先：日本司法支援センター

▼補助金の交付
▼交付先：日本司法支援センター

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

140,000 130,000 130,000 120,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

140,000 130,000 130,000 120,000 0 0

140,000 130,000 130,000 0 0 0

140,000 130,000 130,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.05 0.01 0.01

485,004 110,494 104,901

0 0 0

0 0 0

50,284 8,684 8,417

675,288 249,178 243,318 0 0 0



補助金　日本司法支援センター
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

日本司法支援センターが行っている法律扶助を利用している市民も多い
ことから、補助金支出の効果がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

日本司法支援センターは、「法テラス多摩」(立川駅）・「法テラス八王子」(八王子駅）において、法律相談や民事法律扶助業務の代理援助
、書類作成援助業務などを行っている。当市の市民も多く利用しており、市民の様々な紛争解決に役立っている。この補助金は、法テラスの
活動を周知するリーフレット代、広報宣伝費、無料法律相談会などに係る弁護士手当の一部に充当されている。
府中市としても無料で法律相談会への弁護士の派遣を受けており、平成２２年度は平成２４年３月５日（土）に府中市女性センターにおいて
開催した。

市民の法テラスの認知度を上げるため、市民相談室においても積極的にＰＲしていく。また、市民相談室の法律相談は毎週月・水・金の３回
開催しているが、平日休みが取れない市民もいるので、土日の相談機会の拡大を図る。

日本司法支援センターに土日開催の申し入れを行い、市民の相談機会の拡充を図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

日本司法支援センターは、当市の市民が紛争解決の
ために多く利用しており、また、土曜日の無料法律
相談への弁護士派遣も継続しているため、今後も継
続して補助する必要がある。



補助金　日本司法支援センター
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 10 0116000 補助金　日本司法支援センター 130,000 130,000 120,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 130,000 130,000 120,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

総合計画進行管理事務 51050100

第５次府中市総合計画の進行管理

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

105 計画的な行財政の運営

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

30 企画費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成20年度

第５次府中市総合計画後期基本計画、府中市
事業実施計画（平成20年度〜平成22年度）

第５次府中市総合計画、府中市事業実施計画　

行政評価や市民意識調査等の実施

総合計画に掲げた施策の進捗状況等を把握することにより、今後の施策展開を検討する際の基礎資料とし、総合計画の着実な
実現を目指す。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

●総合計画に関する市民意識調査の実施
●事業実施計画（平成20年度〜平成22年度）
の進行状況の把握
●施策評価の実施

●総合計画に関する市民意識調査の実施
●事業実施計画（平成20年度〜平成22年度）
の進行状況の把握
●事業実施計画（平成23年度〜平成25年度）
の策定
●事務事業評価の実施
●施策評価の実施

●総合計画に関する市民意識調査の実施
●事務事業評価・施策評価の試行実施

●総合計画に関する市民意識調査の実施
●事業実施計画（平成23年度〜平成25年度）
の策定
●事務事業評価・施策評価の実施、公表

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

2,001,000 931,000 1,314,000 13,092,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,001,000 931,000 1,314,000 13,092,000 0 0

921,000 931,000 1,314,000 0 0 0

758,957 748,879 1,138,435 0 0 0

82.4% 80.4% 86.6% 0.0% 0.0% 0.0%

0.16 0.36 0.28

1,423,141 3,327,777 2,458,623

0 0 0

0 0 0

12,085 22,137 19,191

2,194,183 4,098,793 3,616,249 0 0 0



総合計画進行管理事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①については、平成２１年度の実績は施策評価実施時に把握するため、記入時点での把握は不可。
②については、記入時点では調査中である。

① 総合計画後期基本計画の目標値
の達成度

-

％

- - - - - 90

- - - - - -

90

平成25年度

② 事業実施計画の実施率
-

％

- - 90 - - -

- - - - - -

90

平成22年度

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

計画に実効性を持たせるため進ちょく管理は必要であり、策定した市が
主体的に実施すべきである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

第５次府中市総合計画に掲げた施策の進捗状況等を把握することにより、総合計画の着実な実現を目指す。具体的な取組は、①主要事業の選
定と進行管理、②行政評価のとりまとめ及び公表、③事業実施計画の進行管理、④市民意識調査アンケートの実施・公表を行う。また、平成
２３年度からは次期総合計画策定に向けた取組を進める。

行政評価の結果を総合計画に反映させる仕組みづくりが特に重要である。平成２０年度から２５年度までを計画期間とする総合計画後期基本
計画がスタートしているが、当該計画では施策目的の達成状況を明らかにするため、平成２５年度における施策指標の目標値を設定している
。目標を達成できない見込みである施策や、目標年度前に達成できた施策について、どのように修正し、次年度に生かすかが課題である。

行政評価制度による各種事務事業の評価を踏まえ、事業実施計画事業の進ちょく状況を進行管理するとともに、次年度予算に的確に反映させ
、効率的な行政運営を行うための判断材料とする。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

総合計画に実効性を持たせるために進捗状況の把握
は必要である。また、平成２３年度からは次期総合
計画策定に向けた取組を進めるため、拡大して継続
する。



総合計画進行管理事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 30 0146500 総合計画審議会運営費 923,000

2 01 10 05 30 0149000 総合計画策定費 7,763,000

3 01 10 05 30 0150000 総合計画課題別検討協議会（仮称）運営費 3,452,000

4 01 10 05 30 0150500 総合計画進行管理費 1,314,000 1,138,435 954,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,314,000 1,138,435 13,092,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

次世代育成支援行動計画推進事業 51050200

急速な少子化の進行並びに家庭を取り巻く環境の変化に対して、次世代育成支援対策を講ずる。

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

105 計画的な行財政の運営

子ども家庭部 子育て支援課

15 民生費

10 児童福祉費

05 児童福祉総務費

国
一般会計 計画策定事業

次世代育成支援対策推進法，府中市次世代育成支援行動計
画推進協議会設置要綱

府中市次世代育成支援行動計画

次世代の社会を担う子どもと、育成しようとする家庭

地域における子育て支援・母性並びに乳児及び幼児の健康確保及び増進・子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整
備・子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保・職業生活と家庭生活との両立の推進

次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、時代の社会を担う子どもが健やかに生れ、かつ、育成される社会の形成に資
すること。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

前年度実施事業評価
後期計画の策定

前年度実施事業評価

前年度実施事業評価
後期計画の策定

前年度実施事業評価

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

8,974,000 8,308,000 356,000 3,102,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

8,974,000 8,308,000 356,000 3,102,000 0 0

8,974,000 8,149,000 356,000 0 0 0

8,300,350 7,167,040 343,000 0 0 0

92.5% 87.9% 96.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0.80 1.10 0.65

7,163,142 10,284,415 5,682,151

0 0 0

0 0 0

308,557 442,029 230,685

15,772,049 17,893,484 6,255,836 0 0 0



次世代育成支援行動計画推進事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

次世代育成支援対策推進法に基づき実施している事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

市民、学識経験者、関係機関、子育てに関わる団体などから選出された委員により、次世代育成支援行動計画の事業の進捗状況や実施内容の
評価を行った。

後期計画の進捗状況を継続的に評価・点検するとともに、施策に関する問題提起や提案を行い、適宜計画の見直しをしていく必要がある。

後期計画の事業の進捗状況や実施内容の評価・点検を実施するとともに、評価指標についても点検を継続的に実施していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

府中市次世代育成支援行動計画は、次世代育成支援
対策推進法に基づく平成１７年度から平成２６年度
までの１０年間を計画期間とした市町村行動計画で
、今後は、平成２２年度を初年度とする後期計画の
実施目標や評価指標の評価・点検を実施していく。



次世代育成支援行動計画推進事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 15 10 05 0522000 次世代育成支援行動計画推進協議会運営費 356,000 343,000 639,000

2 01 15 10 05 0522100 次世代育成支援行動計画策定費 2,463,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 356,000 343,000 3,102,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会運営事業 51050300

府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定及び検証

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

105 計画的な行財政の運営

福祉保健部 高齢者支援課

15 民生費

20 高齢者福祉費

12 介護保険支援事業費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

平成19年度

府中市高齢者福祉計画推進協議会設置要綱

高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会

・高齢者保健福祉・介護保険事業計画の策定及び検証
・高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会の運営

第５次府中市総合計画の基本目標の一つである「安心していきいきと暮らせるまちづくり」を基本理念とする高齢関係をとり
まとめた計画としての位置付け

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

府中市高齢者保健福祉・介護保険事業計画（
第４期）の検証等

府中市高齢者保健福祉・介護保険事業計画（
第５期）の策定等

府中市高齢者保健福祉・介護保険事業計画（
第４期）の検証等
高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議
会　３回開催

府中市高齢者保健福祉・介護保険事業計画（
第４期）の検証等
高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議
会　３回開催
地域密着型指定関係部会　１回開催

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

1,285,000 1,285,000 11,985,000 9,795,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,285,000 1,285,000 11,985,000 9,795,000 0 0

1,285,000 1,285,000 11,985,000 0 0 0

572,000 297,000 11,031,880 0 0 0

44.5% 23.1% 92.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.70 0.50 0.25

6,267,750 4,674,734 2,185,443

0 0 0

0 0 0

343,339 195,011 101,331

7,183,089 5,166,745 13,318,654 0 0 0



高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会運営事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

推進協議会を適宜開催し策定した計画の検証等を行った。
（本会３回、部会１回　計４回開催）

① 推進協議会開催数
4

回

6 8 8 8 8 8

6 3 4 - - -

8

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

法律により市が実施することが義務付けられている

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画策定及びその検証のための協議会として開催した。

策定した計画をどう検証していくのが望ましいのか、検討していく必要がある。

高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会を常設にすることで、策定した計画を検証していく作業を行っていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

高齢者保健福祉・介護保険事業計画策定及び検証の
ための協議会として開催していく。



高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会運営事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 15 20 12 0629500 高齢者保健福祉・介護保険事業計画策定費 10,700,000 10,699,500 7,300,000

2 01 15 20 12 0685000 高齢者保健福祉・介護保険事業計画推進協議会運営費 1,285,000 332,380 2,495,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,985,000 11,031,880 9,795,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

契約事務 51060200

契約事務に関する事務運営費

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

106 効果的・効率的な行政運営の推進

税務管財部 契約課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成21年度

地方自治法及び府中市契約事務規則

入札参加資格のある業者

契約依頼に使用する仕様書の郵送等。

公平・公正な契約を行う。
業者の契約行為に対する経費削減や、時間の有効利用に役立つ。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

総合評価制度の施行
工事案件の電子入札試行

電子入札サービスの本格実施（物品）
電子入札サービスの試行実施（委託・工事）
総合評価方式の試行実施（工事）

総合評価制度の施行実施に向けの検討 電子入札サービスの実施（物品）
電子入札サービスの試行実施（委託・工事）
総合評価制度の施行実施に向け検討

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

2,973,000 2,948,000 2,908,000 2,776,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,973,000 2,948,000 2,908,000 2,776,000 0 0

2,973,000 2,948,000 2,908,000 0 0 0

2,458,228 2,464,468 2,198,748 0 0 0

82.7% 83.6% 75.6% 0.0% 0.0% 0.0%

7.70 7.70 7.70

68,945,246 71,990,904 67,311,629

0 0 0

0 0 0

0 0 0

71,403,474 74,455,372 69,510,377 0 0 0



契約事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

平成２０年度７月から、工事契約関係における設計書等の書類を手渡しから郵送方式に変更し、入札会事前に業者が接触することなく、公平
・公正な入札を実施することができている。

契約事務については公平・公正・透明性が求められることから工事案件の全件郵送方式を実施し、更に電子入札の方向の検討が課題

現行の工事案件の郵送方式による時間の有効活用、業者間における談合等の不祥事を防止し契約事務を実施する。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

公平・公正・透明性の充実を更に図る。



契約事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0033000 契約事務管理費 2,908,000 2,198,748 2,776,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,908,000 2,198,748 2,776,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

予算編成事務 51060300

毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、議会の議決を経る。

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

106 効果的・効率的な行政運営の推進

政策総務部 財政課

10 総務費

05 総務管理費

15 財政管理費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

昭和29年度

地方自治法第２１１条（予算の調整及び議決）

全職員・全市民

政策会議において、選択・優先順位付された施策を基に、予算編成会議において、新規・レベルアップ・見直し・廃止事業を
決定する。また、義務的経費は財政課の査定、経常的経費などは枠配分により、各主管部が編成する。

予算編成・措置することで、各事業の円滑な実施を図り、市民生活の安全等を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

○１０月…政策会議実施
○１０月…予算編成会議
○１０月…予算編成説明会
○１１月〜１２月…予算編成事務
○１月…予算編成会議
○２月…予算書案発行

○８月…政策会議実施
○１０月…予算編成会議
○１０月…予算説明会
○１１月〜１２月…予算編成事務
○１月…予算編成会議
○２月…予算書案発行

○１０月２日〜７日…政策会議
○１０月９日…予算編成説明会
○１０月１４日…第１回予算編成会議
○１１月〜１２月…予算編成事務・各課ヒア
リング
○１２月１８日…第２回予算編成会議
○２月１５日…予算書案発行

○１０月１日〜６日…政策会議
○１０月８日…予算編成説明会
○１０月１４日…第１回予算編成会議
○１１月〜１２月…予算編成事務・各課ヒア
リング
○１２月２０日…第２回予算編成会議
○２月１５日…予算書案発行

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

3,664,000 2,649,000 2,614,000 2,368,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,664,000 2,649,000 2,614,000 2,368,000 0 0

3,664,000 2,649,000 2,611,000 0 0 0

3,234,210 2,067,660 2,023,602 0 0 0

88.3% 78.1% 77.5% 0.0% 0.0% 0.0%

3.00 3.50 3.50

26,861,784 32,723,138 30,596,195

0 0 0

0 0 0

325,904 466,364 485,231

30,421,898 35,257,162 33,105,028 0 0 0



予算編成事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

決算額確定後、指標算出のための事務作業が終了していないため、実績値は、事務作業終了後入力予定。

① 経常収支比率（決算）
86.3

％

88.4 91.1 90.3 - - -

84.8 86.1 87.2 - - -

-

-

② 財政力指数（決算）
1.335

ポイント

1.358 1.332 1.286 - - -

1.357 1.304 1.178 - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市税や国からの交付金などの財源を、市民サービスに必要な事業として
公平に配分・積算の確認を行う必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

政策会議での決定事項の実施に向けた予算額の検討や財源の状況による事業の実施時期の変更などを予算編成会議で検討した。また、第５次
府中市総合計画の各施策の実現に向けて適正な予算配分を行った。

市税や収益事業における収益金からの繰出金の減少など、財源の確保が難しくなる中で、様々な市民ニーズに対応したサービスの提供を行う
ために、財源の確保と事業内容の見直しによる事業費の削減を行う。

平成23年度からの3カ年を計画期間とする行財政改革推進プランの後期プランを推進し、財源の確保や事業費の削減を行う。その中の新たな
取組として、外部の視点を入れた事務事業点検を実施し、点検結果を参考に、事務事業の見直しを図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

市民ニーズへの適切な対応を行うためには、事務事
業評価や行財政改革推進プランを推進し、限られた
財源を最大限有効活用した事業実施が必要である。



予算編成事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 15 0119000 予算書等作成費 2,614,000 2,023,602 2,368,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,614,000 2,023,602 2,368,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

決算書等作成事務 51060400

決算書（一般会計・特別会計）、決算参考資料及び財産に関する調書等の作成

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

106 効果的・効率的な行政運営の推進

出納課

10 総務費

05 総務管理費

20 会計管理費

市
一般会計 その他

自治法第１７０・２３３条、自治法施行令第１６６条、自
治法施行規則第１６条、会計事務規則

なし

公開対象：全市民、市議会議員、監査委員、職員

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計・特別会計）、決算参考資料及び財産に関する調書等を作成・公開する。

本市の会計事務の妥当性及び財政運営の状況の評価・検討材料となる、予算執行における科目ごとの実績値を広く一般に整理
・公開することによって、本市の健全財政の確保を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

財務会計システムの変更に伴い決算書の様式
変更が可能になるので、より分かりやすい決
算書の様式の検討を行う。

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計
・特別会計）、決算参考資料及び財産に関す
る調書等を作成・公開する。

歳入事項別明細書の備考欄に予算書と対比し
た件数等の数値を記載し、ディスクロージャ
ーという観点からも視覚に訴えた、より分か
り易い決算書様式に工夫、変更した。
　一般会計決算書　３２０冊
　特別会計決算書　２７０冊
　決算参考資料　　３２０冊

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計
・特別会計）、決算参考資料及び財産に関す
る調書等を作成・公開した。
　一般会計決算書　３２０冊
　特別会計決算書　２７０冊
　決算参考資料　　３２０冊

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

1,345,000 1,798,000 1,803,000 1,553,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,345,000 1,798,000 1,803,000 1,553,000 0 0

1,082,000 1,798,000 1,803,000 0 0 0

1,020,180 1,581,667 1,243,830 0 0 0

94.3% 88.0% 69.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.87 2.87 2.87

25,673,209 26,807,324 25,064,898

0 0 0

0 0 0

586,512 463,382 482,225

27,279,901 28,852,373 26,790,953 0 0 0



決算書等作成事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

　決算書は、一会計年度における予算執行の実績を明確にし、行政活動の結果を集約的に表現したものである。これにより予算見積から執行
に至る事務の妥当性を検討する材料となり、議会及び市民全般による行政監視の重要な資料のひとつとなるものである。
　また、システム変更に伴い、歳入事項別明細書の備考欄に予算書と対比した件数等の数値を記載し、より分かり易い決算書様式に変更した
。

　今後も、より分かり易い決算書の作成に向けて検討していく。

　今後も、より分かり易い決算書の作成に向けて検討していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

決算書の調製は地方自治法第１７０条及び第２３３
条により会計管理者がこれを司ると規定され、また
、その様式も政令により規定されているので、出納
課限定の事務である。そのため、他の事務との統合
等は考えづらく、費用面でも印刷費等は極力スリム
化しているので現状維持が妥当と思われる。



決算書等作成事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 20 0121000 決算書等作成費 1,803,000 1,243,830 1,553,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,803,000 1,243,830 1,553,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

企画調査・政策推進事務 51060500

市政の諸課題に関する調査・研究、庁内の全体調整 ほか

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

106 効果的・効率的な行政運営の推進

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

30 企画費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

市政の諸課題、複数の部課が関わり全体調整を行うことが必要である事務　ほか

・情報サービス「ｉＪＡＭＰ」による情報収集
・行政課題調査委託
・庁内の調整

・市政の諸課題に関する情報を収集し、検討を進める。
・庁内の調整を行うことにより、効率的な市政運営を実現する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

・インターネット情報サービス「ｉＪＡＭＰ
」の利用
・他自治体の先進事例など、参考資料の収集
・行政課題に関する調査委託
・庁内の調整

・インターネット情報サービス「ｉＪＡＭＰ
」の利用
・他自治体の先進事例など、参考資料の収集
・行政課題に関する調査委託（公共施設の効
率的な更新・再配置等の指針策定に関するコ
ンサル委託）
・庁内の調整

・インターネット情報サービス「ｉＪＡＭＰ
」の利用端末台数　１００台
・庁内の全体調整
　　　　　　　　　　　　　　　ほか

・インターネット情報サービス「ｉＪＡＭＰ
」の利用端末台数　１００台
・公共施設マネジメントの構築支援及び施設
白書作成業務委託
・府中市南口A地区再開発事業公共施設レイ
アウト基本プラン作成業務委託
・庁内の全体調整
　　　　　　　　　　　　　　　ほか

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

6,467,000 5,163,000 12,642,000 33,620,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 17,010,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,467,000 5,163,000 12,642,000 16,610,000 0 0

7,547,000 5,163,000 12,772,000 0 0 0

7,326,295 2,209,339 12,228,375 0 0 0

97.1% 42.8% 95.7% 0.0% 0.0% 0.0%

1.85 1.21 1.95

16,603,310 11,314,441 17,028,239

0 0 0

0 0 0

141,003 75,279 132,929

24,070,608 13,599,059 29,389,543 0 0 0



企画調査・政策推進事務
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13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

当事務事業については、進ちょく状況を把握できる適切な指標の設定は困難である。

① ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

② ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

内部調整と調査・研究が主な事務であり、市が主体的に執り行うべきで
ある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

インターネット情報サービス「ｉＪＡＭＰ」は行政関連情報を幅広くタイムリーに配信する情報サービスで、平成１４年度から政策課が庁内
のライセンスをとりまとめて契約している。主に管理職に利用の募集をし、例年多くの申込みがあり、国の動向や先進事例などの情報収集に
有効に活用されている。
また、行政課題に関する調査委託については、これまで行政評価、墓地整備に係る検討などの調査を実施している。平成２２年度については
、公共施設マネジメントの構築支援及び施設白書作成業務委託、府中市南口A地区再開発事業公共施設レイアウト基本プラン作成業務委託を
実施した。

行政課題については社会状況がめまぐるしく変化していくなかで、その年ごとに異なり、状況に応じた対応が必要となる。
庁内の全体調整については、事務量の増加等により調整を要する事項が増加傾向にある。

基本的にはこれまで同様、情報の収集に努め、重要かつ専門的な案件については調査委託を行う。平成２３年度は、公共施設マネジメントに
係る業務の委託を実施する予定である。また、庁内の調整に努め、円滑に事務が執り行われる体制の維持に努める。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

「概要」欄に記載のとおり内部事務であり、見直す
必要性も見受けられないため、「B　現状のまま継
続」と判断する。



企画調査・政策推進事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 30 0147000 企画調査費 12,642,000 12,228,375 33,620,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 12,642,000 12,228,375 33,620,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

監査事務 51060600

監査等の実施

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

106 効果的・効率的な行政運営の推進

監査事務局

10 総務費

30 監査委員費

05 監査委員費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方自治法

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理、又は市の事務の執行

公正で合理的かつ能率的な行政運営確保のため監査等を実施

住民の福祉の増進と地方自治の本旨の実現に寄与する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査
▼出資団体監査
▼指定管理者監査
▼例月出納検査など

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査
▼出資団体監査
▼指定管理者監査
▼例月出納検査など

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査
▼出資団体監査
▼指定管理者監査
▼例月出納検査など

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査
▼出資団体監査
▼指定管理者監査
▼例月出納検査など

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

4,291,000 4,291,000 4,287,000 4,287,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,291,000 4,291,000 4,287,000 4,287,000 0 0

4,291,000 4,291,000 4,287,000 0 0 0

4,277,675 4,290,999 4,286,999 0 0 0

99.7% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4.00 4.00 4.00

35,815,712 37,397,872 34,967,080

0 0 0

0 0 0

1,050,458 1,174,171 1,400,997

41,143,845 42,863,042 40,655,076 0 0 0



監査事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地方自治法及び関係法令に基づいて、市が監査委員を選任し、監査等を
実施することが定められている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

法令で定められた権限に基づいて、市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理、又は市の事務の執行について、監査等を実施し
た。
また、その結果について、市長及び議会等に報告するとともに、市のホームページ等を通じて市民へ公表した。

財政援助団体等監査について、３年をサイクルとして監査が実施できるように、監査サイクルの短縮化に努める。

財政援助団体等監査の監査基準の見直しや、事務局の組織体制を充実させることにより、監査サイクルの短縮化を行い、年間に実施する監査
対象数の増加を図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

法令で定められた権限の範囲内で監査等を実施して
いるため。



監査事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 30 05 0262500 監査委員活動費 4,176,000 4,175,999 4,176,000

2 01 10 30 05 0264000 負担金　監査委員会 111,000 111,000 111,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 4,287,000 4,286,999 4,287,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

職員福利厚生事務 51070100

職員の健康管理のための産業医による健康相談、各種検診及び被服貸与等に関する経費

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

地方公務員法第４２条

全職員

産業医による健康相談の実施。
定期健康診断をはじめとする各種検診及び被服貸与等の実施。

職員の福祉と健康の増進を目的として、産業医を配置するとともに、定期健康診断等の福利厚生事業を実施する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼産業医による健康相談（健康・メンタルヘ
ルス）
▼定期健康診断等の検診
▼被服貸与

▼産業医による健康相談（健康・メンタルヘ
ルス）
▼定期健康診断等の検診
▼被服貸与

▼産業医による健康相談（健康・メンタルヘ
ルス）
▼定期健康診断等の検診
▼被服貸与

▼産業医による健康相談（健康・メンタルヘ
ルス）
▼定期健康診断等の検診
▼被服貸与

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

29,228,000 34,089,000 32,910,000 23,581,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

29,228,000 34,089,000 32,910,000 23,581,000 0 0

29,228,000 31,096,000 31,563,000 0 0 0

18,634,938 25,613,706 22,511,037 0 0 0

63.8% 82.4% 71.3% 0.0% 0.0% 0.0%

6.10 6.10 5.60

54,618,961 57,031,755 48,953,912

0 0 0

0 0 0

427,428 400,869 695,829

73,681,327 83,046,330 72,160,778 0 0 0



職員福利厚生事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

「定期健康診断の受診率」については、安定した受診者数となっており、引続き受診率100％となるよう努めたい。

① 定期健康診断の受診率
99.7

％

99.8 100 100 100 100 100

99.4 99.7 99.9 - - -

100

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

取組
産業医の活動（安全衛生委員会への出席、健康相談など）や被服の貸与、各種検診を中心に職員の福利厚生、健康管理を効果的かつ効率的に
実施してきた。
成果
なかでもメンタルヘルスの取組みについては、メンタルヘルスチェックによる現状の把握、精神科医等の専門家と連携を図りながら対応して
きた。

職員１人当たりの年間対策費用や費用に対する効果はどうかなど、費用対効果で考えるべき問題ではないところもあるが、取組み状況の検証
、対応策の検討が必要である。なかでも、被服の貸与については、職員の意見等を反映させながら今後の方向性を決定していきたい。

被服の貸与や各種検診等は費用対効果を視野に入れ、今後も福祉と健康の増進に努める。また、時代に合った福利厚生施策の展開を図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

地方公務員法第４２条に基づき実施していることか
ら、大幅な見直しの必要はないが、費用対効果や時
代にあった施策の展開を図ることは必要である。



職員福利厚生事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0019500 産業医活動費 2,448,000 2,448,000 2,448,000

2 01 10 05 05 0030000 職員福利厚生費 30,462,000 20,063,037 21,133,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 32,910,000 22,511,037 23,581,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

職員研修事務 51070200

職員の研修に関する事務

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

地方公務員法，研修規程 府中市人材育成基本方針，研修計画

全職員

独自研修・派遣研修・市町村職員研修所研修　等を実施する。

職員一人ひとりの能力向上や意識改革を図り、職員の人材育成をすすめる。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

研修計画（総括）

独自研修　　　　　　　154回 2,507人
派遣研修　　　　　　　181回   345人
市町村職員研修所研修　156回   475人

　　　　計　　　　　　491回 3,327人

研修計画（総括）

独自研修　　　　　　　160回 2,817人
派遣研修　　　　　　　189回   382人
市町村職員研修所研修　164回   502人

　　　　計　　　　　　513回 3,701人

独自研修　　　　　　　131回 2,295人
派遣研修              146回 　271人
市町村職員研修所研修  126回   368人

　　　　計　　　　　　403回　2,934人

独自研修　　　　　　　115回 1,996人
派遣研修　　　　　　　144回 　255人
市町村職員研修所研修　125回　 429人

　　　　計　　　　　　384回 2,680人

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

29,154,000 28,877,000 28,950,000 25,366,000 0 0

4,000 4,000 0 4,000 0 0

0 0 15,000 21,000 0 0

0 0 0 0 0 0

462,000 0 0 214,000 0 0

28,688,000 28,873,000 28,935,000 25,127,000 0 0

29,154,000 28,877,000 28,924,000 0 0 0

25,243,665 24,868,056 23,306,043 0 0 0

86.6% 86.1% 80.6% 0.0% 0.0% 0.0%

2.40 1.40 1.40

21,489,427 13,089,255 12,238,478

0 0 0

0 0 0

168,168 92,002 173,957

46,901,261 38,049,313 35,718,478 0 0 0



職員研修事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①については、計画どおり満足度が向上しており、接遇応対向上研修や各職場における集合研修の成果であると評価できる。
②については、実施申請を行った職場を分子として算出していることから２５％に留まったが、平成２２年度は複数の職場が合同して集合研
修を実施したり、全職場を対象とした集合研修が実施されており、実質的には、集合研修に参加した職場の数及び参加人数は、昨年度の実績
を上回っていることから、全庁的にそれぞれの課題に応じた集合研修の実施等について、積極的に取り組んでいることが窺える。

① 職員の対応に満足している市民
の割合

81.3

％

82 82 84 86 88 90

81.2 82.9 84.8 - - -

90

平成25年度

② 集合研修を実施した職場の割合
31

％

40 50 60 75 90 100

17 30 25 - - -

100

平成25年度

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地方公務員法第３９条に基づき、市が研修に関する基本的な方針を定め
、実施することとされている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

取組
平成１９年に人材育成の総合的な取組の指針とするため、「府中市人材育成基本方針」を策定し、職員の意識改革や能力開発を進め、総合的
で計画的な人材の育成を目指し、集合研修、職場研修などを実施し、職員の育成と組織の活性化を推進している。
成果
研修には、職層別・職種別に必要な基礎的・専門的知識・技能を修得するものを始め、特定の能力の開発や技術の修得を行うものや意識の改
革や啓発を行うものなど様々であり、その効果は多岐にわたり一概に効果を図ることは難しい。ＣＩ推進運動によるアンケート調査において
は、「職員の応対」に関連する項目について、８割以上の市民が満足しているという結果となっており、満足度も年々増加している。今後と
も同アンケート調査や市民意識調査の市民満足度等において効果を測定し、市民サービスの向上を図っていく。

豊富な知識と経験を持つ団塊世代の職員の大量退職が進行する中で、職員一人ひとりに求められる役割の質と量は、ますます増大するものと
想定される。市民サービスの質を高めながら、より一層効果的で効率的な行政運営を推進していくためには、個々の職員の能力向上を更に推
進していく必要がある。

多様化する市民ニーズや新たな行政課題に迅速かつ的確に対応できる職員を育成するため、職員の能力と専門性の向上を目指す研修機会の充
実に努める。また、職員の主体的・自主的な研修を奨励し、職員の能力と自己啓発意欲の向上を図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

今後とも、職員の人材育成を推進し、各分野におけ
る市民サービスの維持・向上を図るため、人材育成
基本方針に基づき、職員研修の継続・充実を図って
いく必要がある。



職員研修事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0029000 職員研修費 11,614,000 8,664,162 10,201,000

2 01 10 05 05 0040000 負担金　職員研修費 4,000 0 4,000

3 01 10 05 05 0041000 負担金　職員研修費 60,000 33,500 60,000

4 01 10 05 05 0042000 負担金　職員研修費 60,000 10,000 40,000

5 01 10 05 05 0043000 負担金　職員研修費 35,000 0 35,000

6 01 10 05 05 0044000 負担金　職員研修費 31,000 0 31,000

7 01 10 05 05 0045000 負担金　職員研修費 3,336,000 2,462,361 2,440,000

8 01 10 05 05 0046000 負担金　職員研修費 496,000 460,320 462,000

9 01 10 05 05 0047000 負担金　職員研修費 61,000 60,900 61,000

10 01 10 05 05 0047500 負担金　職員研修費 95,000

11 01 10 05 05 0048000 負担金　職員研修費 129,000 125,850 96,000

12 01 10 05 05 0049000 負担金　職員研修費 202,000 9,800 201,000

13 01 10 05 05 0050000 負担金　職員研修費 4,000 0 4,000

14 01 10 05 05 0051000 負担金　職員研修費 25,000 13,800 25,000

15 01 10 05 05 0052000 負担金　職員研修費 15,000 32,700 21,000

16 01 10 05 05 0053000 負担金　職員研修費 2,000 2,000 2,000

17 01 10 05 05 0054000 負担金　職員研修費 75,000 58,000 75,000

18 01 10 05 05 0055000 負担金　職員研修費 252,000 180,300 252,000

19 01 10 05 05 0056000 負担金　職員研修費 56,000 50,600 23,000

20 01 10 05 05 0058000 負担金　職員研修費 118,000 52,800 128,000

21 01 10 05 05 0059000 負担金　職員研修費 10,000 0 10,000

22 01 10 05 05 0060000 負担金　職員研修費 171,000 6,200 171,000

23 01 10 05 05 0061000 負担金　職員研修費 72,000 27,200 68,000

24 01 10 05 05 0062000 負担金　職員研修費 657,000 180,450 612,000

25 01 10 05 05 0063000 負担金　職員研修費 22,000 22,000 16,000

26 01 10 05 05 0064000 負担金　職員研修費 266,000 5,600 250,000

27 01 10 05 05 0065000 負担金　職員研修費 124,000 121,500 104,000

28 01 10 05 05 0066000 負担金　職員研修費 60,000 1,000 2,000

29 01 10 05 05 0067000 負担金　職員研修費 138,000 26,000 111,000

30 01 10 05 05 0068000 負担金　職員研修費 85,000 68,000 80,000

小 計 18,180,000 12,675,043 15,680,000



職員研修事務

- 4 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度H22年度 H23年度

31 01 10 05 05 0069000 負担金　職員研修費 9,000 9,000 9,000

32 01 10 05 05 0070000 負担金　職員研修費 41,000 0 10,000

33 01 10 05 05 0071000 負担金　職員研修費 130,000 34,000 130,000

34 01 10 05 05 0071500 負担金　職員研修費 2,000 0 2,000

35 01 10 05 05 0071600 負担金　職員研修費 14,000

36 01 10 05 05 0075000 負担金　東京市町村総合事務組合職員研修費 10,588,000 10,588,000 9,503,000

37 01 10 05 05 0741500 負担金　職員研修費 18,000

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

合 計 28,950,000 23,306,043 25,366,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

人事事務 51070300

産休代替等臨時職員の賃金、事務改善費及び事務用消耗品などに要する経費

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

全職員

産休等の職員への代替として、臨時職員の適正配置に努めるとともに、職員に関する各種事業を的確かつ効率的に行う。

手薄になった職場を支援することで、公務能率を維持、確保するとともに、各種の事業運営の円滑化を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

産休代替等の臨時職員を適正に雇用、配置す
るとともに、職員に関する各種事業を的確か
つ効率的に運営していく。

産休代替等の臨時職員を適正に雇用、配置す
るとともに、職員に関する各種事業を的確か
つ効率的に運営していく。

限られた職員数で、効率的かつ効果的な業務
を遂行できる執行体制を確保することができ
た。

限られた職員数で、効率的かつ効果的な業務
を遂行できる執行体制を確保することができ
た。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

46,867,000 53,496,000 52,695,000 46,488,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

46,867,000 53,496,000 52,695,000 46,488,000 0 0

46,757,000 56,496,000 54,057,000 0 0 0

42,039,977 46,907,247 47,843,605 0 0 0

89.9% 83.0% 88.5% 0.0% 0.0% 0.0%

6.65 7.65 6.95

59,543,621 71,523,430 60,755,302

0 0 0

0 0 0

465,967 502,732 863,577

102,049,565 118,933,409 109,462,484 0 0 0



人事事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

行政運営に係る基礎的な業務である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 1

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 1

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 1

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

本事業については、産休等の職員への代替としての臨時職員の配置などを行うとともに、職員に関する各種事業を円滑に運営している。職員
数の適正化を図る中で、産休等でやむを得ず手薄になった職場を臨時職員でカバーし、市民サービスに影響のないよう努めている。

職員数が減っていく中で、現状の市民サービスを低下させることのない職員体制を確保する必要がある。

今後も、市民サービスに支障をきたさないよう人的配置に努め、それを支援するため本事業を継続していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市民サービスの維持・向上を図るため、今後も柔軟
で計画的な職員の採用と配置に取り組む必要があり
、今後も職員に関する各種事業について支援してい
く必要がある。



人事事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0031000 人事事務管理費 52,695,000 47,843,605 46,488,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 52,695,000 47,843,605 46,488,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　公平委員会 51070400

他市との共同運営による負担金

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 負担金

東京都市公平委員会共同設置規約

職員

職員の給与、勤務時間その他勤務条件に関する措置要求を審査、判定し、必要な措置を講ずることができる第三者機関を、他
市と共同で設置する。

不利益処分等に関する不服申し立てがあった場合、職員の身分や権利等を保護する第三者機関において審議等してもらうこと
で、より公正、適正な人事管理を行うことができる。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

構成市として応分の負担をし、公平、適正な
人事管理に努める。

構成市として応分の負担をし、公平、適正な
人事管理に努める。

審理案件の状況
・「勤務条件に関する措置の要求」
　　０件
・「不利益処分に関する不服申し立て」
　　０件
・「人事管理に関する苦情処理」
　　０件

審理案件の状況
・「勤務条件に関する措置の要求」
　　０件
・「不利益処分に関する不服申し立て」
　　０件
・「人事管理に関する苦情処理」
　　０件

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

2,161,000 2,157,000 2,291,000 2,028,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,161,000 2,157,000 2,291,000 2,028,000 0 0

2,161,000 2,157,000 2,291,000 0 0 0

2,161,000 2,156,500 2,290,200 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.10 0.10 0.10

895,393 934,947 874,177

0 0 0

0 0 0

7,007 6,571 12,425

3,063,400 3,098,018 3,176,802 0 0 0



負担金　公平委員会

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地方公務員法の規定に基づき設置が義務義務付けられている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

職員の給与、勤務時間その他勤務条件に関する措置要求等の審査等を行う当該機関を他市と共同設置している。

引き続き職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保証する必要がある。

今後も継続して共同設置をしていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

4

地方公務員法で設置が義務付けられ、他市と共同設
置をしているもので、現状での見直しは困難である
。



負担金　公平委員会

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0072000 負担金　公平委員会 2,291,000 2,290,200 2,028,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,291,000 2,290,200 2,028,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

補助金　職員互助会 51070500

職員の福利厚生ため、職員互助会へ補助を実施する。

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

その他
一般会計 その他

地方公務員法第４２条

府中市職員互助会

職員互助会への補助金の支出。

地方公務員法第４２条の規定に基づき会員の親睦と福祉を増進するとともに、公務の能率的な運営を図ることを目的とする。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼会員数　１５９０人
▼主な事業
１　各種レクリエーション事業及びスポーツ
・文化事業の促進、その他の福利厚生の増進
２　保養施設事業の充実
３　選択型福利厚生事業の実施

▼会員数　１５６７人
▼主な事業
１　各種レクリエーション事業及びスポーツ
・文化事業の促進、その他の福利厚生の増進
２　保養施設事業の充実
３　選択型福利厚生事業の実施

▼会員数　１５９１人
▼主な事業
１　各種レクリエーション事業及びスポーツ
・文化事業の促進、その他の福利厚生の増進
２　保養施設事業の充実
３　選択型福利厚生事業の実施

会員数　１５７７人
▼主な事業
１　各種レクリエーション事業及びスポーツ
・文化事業の促進、その他の福利厚生の増進
２　保養施設事業の充実
３　選択型福利厚生事業の実施

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

38,357,000 37,589,000 36,837,000 34,626,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

820,000 0 0 0 0 0

37,537,000 37,589,000 36,837,000 34,626,000 0 0

38,357,000 37,589,000 36,837,000 0 0 0

38,357,000 37,589,000 36,837,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.55 0.55 0.55

4,924,660 5,142,207 4,807,974

0 0 0

0 0 0

38,539 36,143 68,340

43,320,199 42,767,350 41,713,314 0 0 0



補助金　職員互助会

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

アウトソーシングの利用件数については、昨年度と比較すると上がってきており、利用方法等の周知徹底が図られ一定の成果は見られる。

① 福利厚生（アウトソーシング）
事業の利用件数

4,611

件

5,000 5,250 5,500 5,750 6,000 6,300

6,550 7,889 8,458 - - -

6,300

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

取組
地方公務員法第４２条に基づき、職員互助会を結成し、市より補助金の交付を受け、市に代わって職員の福利厚生のための各種事業を実施し
ている。会員相互の親睦と福祉を増進するなどを目的とし、給付事業、貸付事業及び福利厚生事業の３事業を基本として実施してきた。
成果
近年職員互助会では様々な事業の縮小、削減を実施してきたところであるが、会員ニーズの変化や補助金の減少もあり、福利厚生事業の一部
を外部委託（アウトソーシング）し、限られた予算のなかで事業を展開しており実績もあげている。

会員の元気回復と会員相互の親睦を図るため、様々な福利厚生事業を展開してきたが、会員ニーズの変化と世代間における余暇に関する考え
方との違いがあり、また、財政状況が硬直化している状況で、より有効な公平性のある事業運営を展開できるか課題である。

市職員の職務はより一層複雑化、高度化してきており、互助会が実施する元気回復事業については重要な役割を果たすと考える。今後は限ら
れた資源をどの事業に集中的に投入していくか、充分に議論、検討しながら時代に合った互助会運営を実施する。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

地方公務員法第４２条に基づき、福利厚生事業を実
施していることから、事業の大幅な見直しは必要な
いが、限られた資源でより効果的に実施していくか
の見直しは必要である。



補助金　職員互助会

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0078000 補助金　職員互助会 36,837,000 36,837,000 34,626,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 36,837,000 36,837,000 34,626,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

ＣＩ推進事務 51070600

市のイメージアップのために職員の市民サービス向上や市の個性を表現できるような取組を実施する

Ⅴ 計画の推進に当たって

2 行政改革への取組

107 職員の育成と組織の活性化

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

30 企画費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

昭和63年度

全職員

各課からＣＩリーダーを選出し、定期的にＣＩ連絡会、各ブロックリーダー会議を実施、全職員が共有できる経営理念の基に
基本方針、行動指針を定める。またＣＩキャンペーン、市民アンケートを実施し、今後のＣＩ推進運動に反映させる。

市役所の自己改革を進め、あわせて府中市の都市の魅力を印象づけるために、市役所及び府中市全体の、総合的なイメージの
向上を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

前年度結果報告の検討（市民、職員アンケー
トの結果等）
前年度課題を運動に反映させ、年間の活動テ
ーマを設定。

前年度結果報告の検討（市民、職員アンケー
トの結果等）
前年度課題を運動に反映させ、年間の活動テ
ーマを設定。

・平成２２年２月１日〜２月１５日まで、「
はっきりあいさつ・すっきり整理〜ここから
はじめよう！」をテーマにＣＩキャンペーン
を行った。
・ＣＩ推進運動の成果を把握するために市民
に本庁舎・第２庁舎及び各文化センターにお
いて実施した。

・平成２３年２月７日〜２月１８日まで、「
こんなに変わる！ビフォーアフター〜職場の
整理から仕事の整理へ〜」をテーマにＣＩキ
ャンペーンを行った。
・ＣＩ推進運動の成果を把握するために市民
に本庁舎・第２庁舎及び各文化センターにお
いて実施した。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

45,000 45,000 45,000 45,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

45,000 45,000 45,000 45,000 0 0

45,000 45,000 45,000 0 0 0

44,589 42,209 43,852 0 0 0

99.1% 93.8% 97.4% 0.0% 0.0% 0.0%

0.21 0.25 0.31

1,897,521 2,376,983 2,731,803

0 0 0

0 0 0

16,114 15,812 21,323

1,958,224 2,435,004 2,796,978 0 0 0



ＣＩ推進事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

市民満足度の割合は年々増加しており、目標値を達成するためこれまでどおりＣＩリーダーを中心に事業を実施していく。

① 市民アンケート結果における、
市民の満足度の割合

78.4

％

78.4 79.9 81.4 82.9 84.4 85.9

78.4 80.4 81.4 - - -

85.9

平成25年度

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市役所及び府中市の総合的なイメージを高めるためには、市が主体的に
なるべきである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

昭和６２年４月の「ＣＩ検討委員会」の発足以来、組織としての経営理念、行動指針の策定、また府中市の都市イメージの創出の一環として
、シンボルマーク及び「ほっとするね　緑の府中」のメッセージを制定した。
また、ＣＩ連絡会を通し、市役所全体の意識改革を図るとともに、毎年ＣＩ推進運動として、あいさつや窓口応対などのテーマを設けキャン
ペーン及びアンケートを実施するなど、更なる市民サービスの向上を目指している。

ＣＩ推進運動そのものが、慣例的に行われている傾向があるため、職員の自発的な行動となるよう意識を高める工夫が必要となる。

ＣＩ連絡会での話合いを通し、具体的なテーマを策定し、市役所内の問題点を改善するため、また個人の意識改革を図り、全庁的に取り組む
。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市の経営方針、基本方針、行動指針などは、策定か
ら時間が経過しているため、現状に合わせリニュー
アルする必要性も考えられるが、活動自体は当面は
現状のまま継続していく。



ＣＩ推進事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 30 0148000 ＣＩ推進費 45,000 43,852 45,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 45,000 43,852 45,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　会営競馬場所在都市協議会 51080100

中央競馬会営競馬場の所在に伴う各種問題を研究し、解決するための税財政上の方策を推進する。

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

政策総務部 財政課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

その他
一般会計 負担金

昭和46年度

会営競馬場所在都市協議会会則

中央競馬会営競馬場及び関連施設の所在に伴う各種問題

協議会総会で決定した事業計画に基づき、農林水産省及び日本中央競馬会に対し、環境整備費の増額及び環境整備事業の運用
の改善等の要望活動を行う。

中央競馬会事業所の業務運営に関連して必要な事業所周辺の環境改善を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

○５月に会営競馬所在都市協議会による総会
を開催し、年度の活動方針を定める。
○８月に日本中央競馬会及び農林水産省に環
境整備費の増額や対象事業の拡大などを求め
る要望活動を行う。

○７月に会営競馬所在都市協議会による総会
を開催し、年度の活動方針を定める。
○８月に日本中央競馬会及び農林水産省に環
境整備費の増額や対象事業の拡大などを求め
る要望活動を行う。

○５月８日に会営競馬所在都市協議会による
総会を開催し、年度の活動方針を定めた。
○８月７日に日本中央競馬会及び農林水産省
に環境整備費の増額や対象事業の拡大などを
求める要望活動を行った。

○７月９日に会営競馬所在都市協議会による
総会を開催し、年度の活動方針を定めた。
○８月４日に日本中央競馬会及び農林水産省
に環境整備費の増額や対象事業の拡大などを
求める要望活動を行った。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

78,000 88,000 80,000 42,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

78,000 88,000 80,000 42,000 0 0

78,000 88,000 65,000 0 0 0

77,900 77,500 38,300 0 0 0

99.9% 88.1% 58.9% 0.0% 0.0% 0.0%

0.45 0.20 0.20

4,029,268 1,869,894 1,748,354

0 0 0

0 0 0

48,885 26,649 27,727

4,156,053 1,974,043 1,814,381 0 0 0



負担金　会営競馬場所在都市協議会

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

当該協議会は、各競馬場所在都市の競馬場開催による諸問題を解決する
ため、会員を市長と定め、市が主体的に行うものである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

毎年度、日本中央競馬会と農林水産省へ、競馬開催における競馬場周辺の環境悪化改善のための環境整備費の交付額の増額や環境整備事業交
付適用範囲の拡大などの要望活動を行ってきた。平成22年度は環境整備事業実施要綱の見直しにより、環境整備事業の適用範囲の拡大が図ら
れた。

環境整備事業交付適用範囲の拡大と売上額の１％程度の環境整備費交付額の確保。

環境整備費事業交付適用範囲の拡大と環境整備費の交付額の増加を引き続き要望する。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

協議会は、他の競馬場所在都市と共同で行っている
ため、現状のまま継続して要望活動を行う。



負担金　会営競馬場所在都市協議会

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0073000 負担金　会営競馬場所在都市協議会 80,000 38,300 42,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 80,000 38,300 42,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

公金取扱事務 51080200

金融機関への口座振替収納及び銀行振込手数料の支払、金融機関の検査等

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

出納課

10 総務費

05 総務管理費

20 会計管理費

市
一般会計 その他

自治法第１７０条、会計事務規則、公金取扱金融機関に関
する規則、地方自治法施行令第１６８条の４

なし

指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関

公金の収納及び支出を迅速かつ適正に行うために必要となる、口座振替収納及び振込払いに係る経費を金融機関へ支払う。ま
た、金融機関の公金の適正処理を担保するための検査を行う。

公金の収納及び支出を迅速かつ適正に行う。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

指定金融機関宛を除く、他行宛の口座振替手
数料を今年度から負担する。（１件につき２
１円（税込））

公金の収納及び支出を迅速かつ適正に行うた
めに必要となる、口座振替収納及び振込払い
に係る経費を金融機関へ支払う。また、金融
機関の公金の適正処理を担保するための検査
を行う。

指定金融機関宛を除く、他行宛の口座振替手
数料の負担を開始した。（１件につき２１円
（税込））
振込件数　１９９，３６５件（単票・再振込
含む）
支払手数料　４，１８６，６６５円

公金の収納及び支出を迅速かつ適正に行うた
めに必要となる、口座振替収納及び振込払い
に係る経費を金融機関へ支払った。また、金
融機関の公金の適正処理を担保するための検
査を行った。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

3,004,000 8,622,000 8,254,000 7,994,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,004,000 8,622,000 8,254,000 7,994,000 0 0

2,999,000 8,622,000 8,254,000 0 0 0

2,737,174 6,872,098 7,630,546 0 0 0

91.3% 79.7% 92.4% 0.0% 0.0% 0.0%

1.81 1.81 1.81

16,164,613 16,878,686 15,781,602

0 0 0

0 0 0

369,285 291,759 303,623

19,271,072 24,042,543 23,715,771 0 0 0



公金取扱事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

公金取扱事務は、公金の収納、及び支出を行うという、出納業務のもっとも基本的かつ重要な部分である。また、年に一度、指定代理及び収
納代理金融機関の検査を実施し、公金収納の適正処理を担保している。

振込手数料については、他市町村の動向をふまえつつ、指定金融機関と交渉を続けていく。

公金取扱事務は、公金の収納、及び支出を行うという、出納業務のもっとも基本的かつ重要な部分である。誤りのないよう、適切に事務を執
行していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

公金取扱事務は、公金の収納、及び支出を行うとい
う、市の事務のなかで、基本的かつ、重要な部分で
ある。その性質上、他の事業との統合等は考えづら
いため、現状のままの継続が妥当と思われる。



公金取扱事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 20 0122000 公金取扱費 8,254,000 7,630,546 7,994,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 8,254,000 7,630,546 7,994,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

市民税等賦課事務 51080300

個人・法人市民税、軽自動車税、たばこ税等の課税事務

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

税務管財部 市民税課

10 総務費

10 徴税費

05 税務総務費
ほか

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方税法　　府中市市税条例

市民及び市内法人等

申告等の資料をもとに市民税等を課税決定する。

地方税法及び市税条例に基づき適正な課税を行う。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

個人住民税の給与支払報告書・申告書の受付
、課税計算・賦課決定、税額通知・納税通知
書の発送／法人市民税の設立異動管理、申告
書発送・受付、更正決定／軽自動車税の登録
等管理、納税通知書の発送／たばこ税等の申
告受付・調査／課税資料の審査・管理、未申
告調査・公示送達／課税証明書等税調査の回
答／個人住民税の年金特徴開始／電子申告等
の検討

個人住民税の給与支払報告書・申告書の受付
、課税計算・賦課決定、税額通知・納税通知
書の発送／法人市民税の設立異動管理、申告
書発送・受付、更正決定／軽自動車税の登録
等管理、納税通知書の発送／たばこ税等の申
告受付・調査／課税資料の審査・管理、未申
告調査・公示送達／課税証明書等税調査の回
答／電子申告等の検討・実施

個人住民税の給与支払報告書・申告書の受付
、課税計算・賦課決定、税額通知・納税通知
書の発送／法人市民税の設立異動管理、申告
書発送・受付、更正決定／軽自動車税の登録
等管理、納税通知書の発送／たばこ税等の申
告受付・調査／課税資料の審査・管理、未申
告調査・公示送達／課税証明書等税調査の回
答／個人住民税の年金特徴開始／法人市民税
の電子申告開始

個人住民税の給与支払報告書・申告書の受付
、課税計算・賦課決定、税額通知・納税通知
書の発送／法人市民税の設立異動管理、申告
書発送・受付、更正決定／軽自動車税の登録
等管理、納税通知書の発送／たばこ税等の申
告受付・調査／課税資料の審査・管理、未申
告調査・公示送達／課税証明書等税調査の回
答／給与特徴及び申請届出の電子申告開始／
国税連携の開始

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

44,627,000 57,096,000 64,318,000 58,039,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

44,627,000 57,096,000 64,318,000 58,039,000 0 0

46,075,000 57,096,000 64,318,000 0 0 0

45,784,341 49,012,058 53,004,856 0 0 0

99.4% 85.8% 82.4% 0.0% 0.0% 0.0%

22.00 23.00 23.00

196,986,416 215,037,764 201,060,710

0 0 0

0 0 0

19,460 23,840 34,780

242,790,217 264,073,662 254,100,346 0 0 0
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

毎年の国の税制改正に応じて適正な課税をしてきた。

今後も毎年の国の税制改正に応じて適正な課税を目指す。

電子申告にシステム対応しなければならない。また現行システムの老朽化に伴い新システムへの早期移行が望まれる。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

2

見直しには法令等の改正が必須であるが、必要な課
題については、政策会議に図りながら検討します。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 10 05 0209000 負担金　東京税務協会 92,000 91,800 94,000

2 01 10 10 05 0209500 負担金　地方税電子化協議会 4,554,000 4,554,000 4,194,000

3 01 10 10 10 0218500 市税賦課事務費（債務負担行為解消分） 3,859,000 2,427,610 1,648,000

4 01 10 10 10 0219000 市税賦課事務費 55,813,000 45,931,446 52,103,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 64,318,000 53,004,856 58,039,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　資産評価システム研究センター 51080400

固定資産評価審査委員会の運営に関する研修会の委員参加負担金

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

政策総務部 総務管理課

10 総務費

10 徴税費

05 税務総務費

市
一般会計 負担金

固定資産評価審査委員会委員

固定資産評価審査委員会の運営に関する研修会に委員が参加すること。

固定資産評価審査委員会の円滑な運営を図るため。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

固定資産評価審査委員会委員の審査事務能力
の向上を図る。

固定資産評価審査委員会委員の審査事務能力
の向上を図る。

当該年度において、新任の委員がいなかった
ため、研修には参加しなかった。

当該年度において、新任の委員がいなかった
ため、研修には参加しなかった。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

5,000 5,000 5,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.01 0.01 0.01

89,539 93,495 87,418

0 0 0

0 0 0

0 0 0

89,539 93,495 87,418 0 0 0



負担金　資産評価システム研究センター
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 1

委員に対する研修は、市が実施するよりも、民間等の研修会への参加の
方が低コストで、効率的であるため。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 2

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

新任の委員があるときに、審査事務能力の向上を図るため、研修に参加している。

委員の審査事務能力の更なる向上を図るための方策を必要とする。

新任の委員に限らず、各委員が定期的に研修に参加すること及び自主的に審査事務の向上を図る方法の検討を進める。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

委員に対する研修等の実施方法については見直しの
余地がある。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 10 05 0211000 負担金　資産評価システム研究センター 5,000 0 5,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,000 5,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

資産税賦課事務 51080500

固定資産税及び都市計画税の賦課事務

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

税務管財部 資産税課

10 総務費

10 徴税費

05 税務総務費
ほか

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方税法、府中市市税条例、府中市都市計画税条例

市内に固定資産を所有する者

固定資産の評価及び税額の算出を行い、納税通知書で対象者へ通知する。

固定資産税及び都市計画税についての租税債権を確立すること。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

固定資産評価業務
納税通知書、償却資産申告書等作成
固定資産情報管理システム運用
航空写真撮影
納税通知書等送付
固定資産実務研修

固定資産評価業務
納税通知書、償却資産申告書等作成
固定資産情報管理システム運用
航空写真撮影
納税通知書等送付
固定資産実務研修

固定資産評価業務
納税通知書、償却資産申告書等作成
固定資産情報管理システム運用
航空写真撮影
納税通知書等送付
固定資産実務研修

固定資産評価業務
納税通知書、償却資産申告書等作成
固定資産情報管理システム運用
航空写真撮影
納税通知書等送付
固定資産実務研修

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

36,051,000 43,580,000 70,361,000 37,494,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

36,051,000 43,580,000 70,361,000 37,494,000 0 0

35,051,000 43,580,000 70,361,000 0 0 0

31,949,001 36,368,505 66,324,052 0 0 0

91.2% 83.5% 94.3% 0.0% 0.0% 0.0%

23.00 22.00 22.00

205,940,344 205,688,296 192,318,940

0 0 0

0 0 0

414,026 577,742 274,632

238,303,371 242,634,543 258,917,624 0 0 0



資産税賦課事務
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

実績値については、基準値よりも下回ったが、昨年度の実績値と比べて上がっている。

① 税額（１０，０００円）当りの
賦課事務費

13.55

円

13.55 13.35 14.37 - - -

11.87 11.89 12.34 - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地方税法等に基づく事業であるため。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

固定資産税・都市計画税の課税
平成２２年度調定額　固定資産税　２１，０５４，１４６，９３１円
　　　　　　　　　　都市計画税　　３，１７９，８０８，８０７円
　　　　　　合計　　　　　　　　２４，２３３，９５５，７３８円

固定資産評価事務の取扱方法、基準等の精査・再構築
eLTAXによる電子申告の効率的な運用の確立

新課税システムの導入による事務の効率化の検討等（次期基幹システム）
eLTAXによる電子申告の効率的な運用のためのホスト連携の見直し

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

地方税法に定められた範囲での見直しのため裁量の
幅が小さく、また、現状の課税において、大きな問
題点がないため。



資産税賦課事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 10 05 0212000 負担金　資産評価システム研究センター 120,000 120,000 120,000

2 01 10 10 10 0210500 市税賦課事務費（債務負担行為解消分） 1,305,000 302,610 1,003,000

3 01 10 10 10 0220000 市税賦課事務費 68,936,000 65,901,442 36,371,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 70,361,000 66,324,052 37,494,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

市税徴収事務 51080600

市税にかかる還付金、徴収経費、補助金

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

税務管財部 納税課

10 総務費

10 徴税費

10 賦課徴収費

市
一般会計 その他

地方税法

市税課税対象者

税額変更等に伴い発生した過誤納金の還付
市税徴収にかかる経費
納税促進にかかる経費

税額の的確な徴収

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

適正かつ迅速な還付
収納率の向上

適正かつ迅速な還付
収納率の向上
コンビニ収納の実施（軽自）
収納対策の強化（捜索等の実施）

適正かつ迅速な還付に努めた。
収納率の向上に努めた。

適正かつ迅速な還付に努めた。
収納率の向上に努めた。
軽自動車税のコンビニ収納を実施した。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

375,099,000 326,932,000 330,209,000 32,638,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

375,099,000 326,932,000 330,209,000 32,638,000 0 0

375,008,000 606,932,000 260,209,000 0 0 0

374,871,679 606,800,827 258,957,072 0 0 0

100.0% 100.0% 99.5% 0.0% 0.0% 0.0%

25.00 24.00 25.00

223,848,200 224,387,232 218,544,250

11 12 11

38,277,041 39,919,608 36,943,368

17,559,214 16,568,895 15,455,650

654,556,134 887,676,562 529,900,340 0 0 0



市税徴収事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

平成２１年度と比較し、現年分は０．３ポイント、滞納分は３．８ポイントの増となっている。

① 現年収入歩合
98.5

%

98.5 98.6 98.8 99 99.2 99.4

98.3 98 98.3 - - -

99.4

平成25年度

② 滞納収入歩合
27.1

%

27.9 29.6 31.3 33 34.7 36.5

27.2 24.9 28.7 - - -

36.5

平成25年度

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

徴収事務については、市が実施しなければならない。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

適正かつ迅速な還付を実施するとともに、収納率の向上に努めた。

現年収入歩合　９８．３％
滞納収入歩合　２８．７％

平成２３年度より、軽自動車税以外の税目についてもコンビニ収納を導入。
新たな滞納整理の方法を検討・実施する。

　平成２２年度より軽自動車税のコンビニ収納を実施しており、平成２３年度からは、他の税目についてもコンビニ収納を実施することとな
る。また、滞納整理の観点から、捜索等を実施し、収入歩合の目標値を達成できるよう努めていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

徴収事務については、歳入の安定確保の観点から継
続して取り組んでいく必要がある。



市税徴収事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 10 10 0218000 市税還付金 300,000,000 236,421,336

2 01 10 10 10 0221000 市税徴収事務費 30,094,000 22,420,736 32,530,000

3 01 10 10 10 0222000 補助金　府中市納税貯蓄組合連合会 115,000 115,000 108,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 330,209,000 258,957,072 32,638,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

競走開催事業 51080700

モーターボート競走法に基づき、モーターボート競走事業を開催すること。

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

事業部 庶務課

05 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費
ほか

市
特別会計 その他

モーターボート競走法，モーターボート競走法施行規則

成年の市民全般

競走の実施、舟券の発売並びに払戻金及び返還金の支払

社会基盤の充実及び経済振興に資するとともに、地方財政の健全化、改善を図ることを目的とする。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

年間１８０日開催
ＳＧ競走　　６日
ＧⅠ競走　　６日
一般競走１６８日

年間１８０日開催
ＧⅠ競走　　６日
一般競走１７４日

年間１８０日開催
ＳＧ競走　　６日
ＧⅠ競走　　６日
一般競走１６８日

年間１７０日開催
ＧⅠ競走　　６日
一般競走１６４日

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

68,747,547,000 62,605,292,000 46,522,297,000 53,515,566,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

68,747,547,000 62,605,292,000 46,522,297,000 53,515,566,000 0 0

0 0 0 0 0 0

64,978,194,000 56,544,786,000 40,823,355,000 0 0 0

64,936,989,840 51,587,998,293 36,945,392,019 0 0 0

99.9% 91.2% 90.5% 0.0% 0.0% 0.0%

16.29 15.34 14.48

145,859,487 143,420,839 126,580,830

7.71 7.67 8.52

26,828,726 25,515,283 28,614,318

42,826,747 37,687,168 26,528,229

65,152,504,800 51,794,621,583 37,127,115,395 0 0 0



競走開催事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

ＳＧ競走がなかったこと及び東日本大震災の影響による開催日数の減による売上減

① 売上
-

千円

63,683,080 62,230,935 46,055,880 - - -

64,086,756 51,471,339 34,308,555 - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

本事業は、モータボート競走法に基づき地方財政に寄与するために行っ
ている事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

　昭和30年に本市が競走事業の開催を開始して以来、大変多くの方にご来場いただき、その収益は、市の財政運営に多大な貢献をしてきた。
これまで、来場者数及び売上げの向上を目指し「本場の来場促進」や「本場活性化対策」、「魅力あるレース展開の創出」等の施策を展開し
てきた結果、市への繰出金は、総額で2,600億円を超える状況である。近年の景気低迷やレジャーの多様化等を背景に、売上げは、長期低落
傾向にある中、平和島競艇劇場の開設、東京支部選手の協力によるＰＲ活動、吉本興業とタイアップした「平和島deよしもと」などを展開し
、収益の確保に努めている。

　競艇業界の売上げは長期低落傾向にあり、今後、売上げの増加を期待することが困難な状況であることから、効率的な組織運営や投票所の
再編、管理的経費の抑制、競走場施設の改善などを図っていく必要がある。また、効果的な宣伝広告や魅力的なイベントなど、職員の英知を
結集し、現行来場者を逃がさない工夫とともに、新たな顧客確保に努める必要がある。

　平和島競艇場内の関係者による活性化検討プロジェクトにおいて、ソフト面（運営）やハード面（施設）の改善策を検討し、来場促進を図
っていく。また、企画レースの開催や、ライブイベント「平和島deライブ」、吉本興業とタイアップした「平和島deよしもと」を毎土・日曜
日に実施するとともに、初心者講習会や、電話投票ポイントサービスの充実、ＰＲを行うなどボートレース場全体の魅力向上を図っていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　売上が長期低落傾向にあるが、さまざまな内部努
力、経営改善を行い収益の確保に努めていく。



競走開催事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 10 05 05 05 3300150 産業医活動費 619,000 567,006 619,000

2 10 05 05 05 3300300 消費税等納付金 6,199,000 5,997,200 8,064,000

3 10 05 05 05 3300400 負担金　大田区納入 200,000,000 200,000,000 200,000,000

4 10 05 05 05 3300500 負担金　平和島水質管理所運営維持費 94,844,000 84,659,989 70,192,000

5 10 05 05 05 3300600 負担金　日程調整会議 50,000 0 50,000

6 10 05 05 05 3300700 補助金　従事員共済会 1,133,000 1,132,080 647,000

7 10 10 05 05 3301000 開催従事員健康保険及び雇用保険費 136,252,000 103,697,198 36,157,000

8 10 10 05 05 3301100 開催従事員賃金 520,971,000 435,553,735 243,094,000

9 10 10 05 05 3301200 開催従事員夏期冬期手当等 261,607,000 2,074,017,642 1,967,922,000

10 10 10 05 05 3301300 敢闘賞等 31,653,000 16,081,350

11 10 10 05 05 3301400 選手賞金 600,381,000 571,051,982 689,501,000

12 10 10 05 05 3301500 選手参加賞 179,820,000 167,670,000 186,320,000

13 10 10 05 05 3301600 特別賞金 149,331,000 131,109,800 149,396,000

14 10 10 05 05 3301700 舟券等印刷費 85,737,000 33,685,908 67,789,000

15 10 10 05 05 3301800 新聞等広告費 555,300,000 451,418,359 656,106,000

16 10 10 05 05 3301900 場内テレビ放映等委託費 814,437,000 741,649,626 886,947,000

17 10 10 05 05 3302000 場内管理委託費 169,149,000 139,974,131 170,635,000

18 10 10 05 05 3302100 場間場外発売事務委託費 2,065,752,000 1,429,913,448 3,252,991,000

19 10 10 05 05 3302200 競走場借上費 1,202,320,000 874,608,157 1,132,287,000

20 10 10 05 05 3302300 ファン送迎用バス等借上費 179,805,000 151,167,420 179,953,000

21 10 10 05 05 3302400 ボート・モーター借上費 361,866,000 341,762,050 362,738,000

22 10 10 05 05 3302500 発券機・払戻機器等借上費 408,559,000 385,676,524 445,832,000

23 10 10 05 05 3302600 勝舟投票券払戻金 34,541,910,000 25,731,416,400 39,072,375,000

24 10 10 05 05 3302700 勝舟投票券発売事故等不足金 1,164,000 568,516 924,000

25 10 10 05 05 3302800 ボートピア河辺事業費 80,852,000 67,184,431 75,438,000

26 10 10 05 05 3302900 ボートピア横浜事業費 372,321,000 321,356,956 361,870,000

27 10 10 05 05 3302950 ミニボートピア黒石事業費 41,187,000 17,212,303 23,694,000

28 10 10 05 05 3302960 テレシアター事業費 368,686,000 267,435,931 335,290,000

29 10 10 05 05 3303000 業務用備品整備費 1,020,000 0 1,020,000

30 10 10 05 05 3303100 駐車場管理費　管理運営業務委託料 26,947,000 25,148,826 26,896,000

小 計 43,459,872,000 34,771,716,968 50,604,747,000



競走開催事業
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度H22年度 H23年度

31 10 10 05 05 3303200 駐車場管理費　光熱水費 4,638,000 3,640,204 4,638,000

32 10 10 05 05 3303300 駐車場管理費　諸経費 9,356,000 2,062,413 10,867,000

33 10 10 05 05 3303400 負担金　地方公共団体金融機構 711,079,000 421,943,193

34 10 10 05 05 3303500 負担金　全国モーターボート競走施行者協議会 128,143,000 173,467,725 228,418,000

35 10 10 05 05 3303600 負担金　全国モーターボート競走施行者協議会特別会
計

12,052,000 6,025,590 40,200,000

36 10 10 05 05 3303800 負担金　関東地区モーターボート競走施行者協議会 50,000 10,000 50,000

37 10 10 05 05 3303900 負担金　日本モーターボート選手会東京支部 905,000 905,000 905,000

38 10 10 05 05 3304000 負担金　平和島競艇運営協議会 87,500,000 85,700,000 85,000,000

39 10 10 05 05 3304100 負担金　ボートピア河辺環境整備費 1,948,000 1,616,011 1,812,000

40 10 10 05 05 3304200 負担金　ボートピア横浜環境整備費 24,961,000 21,366,566 24,441,000

41 10 10 05 05 3304250 負担金　ミニボートピア黒石環境整備費 2,031,000 1,158,839 1,521,000

42 10 10 05 05 3304300 負担金　全国競艇主催地議会協議会 486,000 485,100 422,000

43 10 10 05 05 3304400 負担金　関東地区競艇主催地議会協議会 183,000 183,000 169,000

44 10 10 05 05 3304500 負担金　開催中止、順延に伴う選手宿泊費 500,000 161,700 500,000

45 10 10 05 05 3304600 負担金　暴力団、ノミ屋等追放対策東京都推進委員会 30,000 0

46 10 10 05 05 3304800 負担金　各種記念レース開会式等 32,300,000 9,418,349 68,931,000

47 10 10 05 05 3304900 負担金　財団法人東京社会保険協会 20,000 19,600 15,000

48 10 10 05 05 3305000 負担金　財団法人秋田社会保険協会 6,000 6,000 6,000

49 10 10 05 05 3305100 補助金　選手共済費 63,018,000 63,017,416 75,450,000

50 10 10 05 05 3305200 交付金　日本船舶振興会 1,399,853,000 940,357,314 1,690,269,000

51 10 10 05 05 3305300 交付金　日本モーターボート競走会 583,366,000 442,131,031 677,205,000

52

53

54

55

56

57

58

59

60

合 計 46,522,297,000 36,945,392,019 53,515,566,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度
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競走場外発売事業 51080800

モーターボート競走法に基づき、モーターボート競走場外発売事業を開催すること。

Ⅴ 計画の推進に当たって

3 財政運営の効率化

108 財政運営の効率化

事業部 庶務課

10 競走事業費

05 競走開催費

10 場外発売事業費

市
特別会計 その他

モーターボート競走法，モーターボート競走法施行規則

成年の市民全般

場外発売舟券の発売並びに払戻金及び返還金の支払

社会基盤の充実及び経済振興に資するとともに、地方財政の健全化、改善を図ることを目的とする。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

年間発売延べ日数２，８０８日
平和島　　　　　　　　７７日
ＢＰ河辺　　　　　　７５５日
ＢＰ横浜　　　　１，２２１日
ＭＢＰ黒石　　　　　７５５日

年間発売延べ日数４，６７３日
平和島　　　　　　　　７３日
平和島競艇劇場　　　８２０日
ＢＰ河辺　　　　１，４４０日
ＢＰ横浜　　　　１，２６０日
ＭＢＰ黒石　　　１，０８０日

年間発売延べ日数３，１６９日
平和島　　　　　　　　８１日
平和島競艇劇場　　　１１５日
ＢＰ河辺　　　　　　８８７日
ＢＰ横浜　　　　１，２５０日
ＭＢＰ黒石　　　　　８３６日

年間発売延べ日数４，３５５日
平和島　　　　　　　　６９日
平和島競艇劇場　１，０５３日
ＢＰ河辺　　　　１，０１５日
ＢＰ横浜　　　　１，２０２日
ＭＢＰ黒石　　　１，０１６日

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

18,881,461,000 23,166,878,000 27,368,825,000 30,323,623,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

18,881,461,000 23,166,878,000 27,368,825,000 30,323,623,000 0 0

0 0 0 0 0 0

19,371,116,000 20,681,047,000 27,595,364,000 0 0 0

18,228,895,114 19,891,417,325 25,441,008,884 0 0 0

94.1% 96.2% 92.2% 0.0% 0.0% 0.0%

2.71 2.66 2.52

24,265,145 24,869,585 22,029,260

1.29 1.33 1.48

4,488,853 4,424,423 4,970,562

7,137,791 6,535,063 4,613,604

18,264,786,903 19,927,246,396 25,472,622,311 0 0 0
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13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

東日本大震災の影響による発売日数減の影響があったものの、概ね計画に近い売上を達成できた。

① 売上
-

千円

21,765,121 25,581,500 30,185,000 - - -

20,440,129 22,181,062 28,430,380 - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

本事業は、モータボート競走法に基づき地方財政に寄与するために行っ
ている事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない 3

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

　平成7年に秋田県秋田市に「ボートピア河辺」、平成19年に神奈川県横浜市に「ボートピア横浜」、平成21年に「ミニボートピア黒石」、
平成22年に「平和島競艇劇場」を開設するなど、売上げの向上を図ってきた。近年の景気低迷やレジャーの多様化等を背景とした競走事業全
般の売上げが長期低落傾向にある中、一定の成果をあげている。

　競走事業全般の売上げが長期低落傾向にある。ボートピア河辺、ミニボートピア黒石については、収益をあげる事が困難な状況にあること
から、売上げの向上策と更なる経費節減を図るほか、施設運営事業者と協議を進め、施設運営の見直しを検討する必要がある。

　それぞれの商圏での効果的なＰＲに努め、来場者数及び売上げの向上を図っていく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　ボートレース業界全体の売上げが長期低落傾向に
あるが、効果的なＰＲなどに努め、収益の確保を図
っていく。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 10 10 05 10 3305700 開催従事員健康保険及び雇用保険費 15,872,000 12,817,300 6,735,000

2 10 10 05 10 3305800 開催従事員賃金 91,740,000 64,522,974 45,277,000

3 10 10 05 10 3305900 敢闘賞等 7,787,000 4,022,500

4 10 10 05 10 3306000 舟券等印刷費 16,978,000 6,899,427 12,226,000

5 10 10 05 10 3306100 新聞等広告費 33,986,000 20,887,535 33,536,000

6 10 10 05 10 3306200 場内警備等委託費 93,764,000 73,424,384 84,126,000

7 10 10 05 10 3306300 施設借上費 295,833,000 199,367,051 223,219,000

8 10 10 05 10 3306400 ファン送迎用バス等借上費 42,576,000 35,953,200 40,824,000

9 10 10 05 10 3306500 勝舟投票券払戻金 22,638,750,000 21,127,416,690 25,168,650,000

10 10 10 05 10 3306600 勝舟投票券発売事故等不足金 690,000 2,210 150,000

11 10 10 05 10 3306700 ボートピア河辺事業費 262,371,000 224,396,514 245,495,000

12 10 10 05 10 3306800 ボートピア横浜事業費 2,303,911,000 1,810,630,368 2,200,728,000

13 10 10 05 10 3306850 ミニボートピア黒石事業費 166,177,000 93,069,402 116,646,000

14 10 10 05 10 3306860 テレシアター事業費 1,206,447,000 1,619,098,968 1,963,560,000

15 10 10 05 10 3307000 負担金　全国モーターボート競走施行者協議会特別会
計

20,148,000 13,527,042 19,428,000

16 10 10 05 10 3307100 負担金　ボートピア河辺環境整備費 6,913,000 5,695,374 6,459,000

17 10 10 05 10 3307200 負担金　ボートピア横浜環境整備費 154,801,000 123,001,184 148,680,000

18 10 10 05 10 3307250 負担金　ミニボートピア黒石環境整備費 10,081,000 6,276,761 7,884,000

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 27,368,825,000 25,441,008,884 30,323,623,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度
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議会事務 61090100

議会及び議員活動の円滑かつ効果的な運営のための事務

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

議会事務局 庶務課

05 議会費

05 議会費

05 議会費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方自治法第百三十八条・府中市議会事務局設置条例

市議会議員

議会の議事日程の作成、議案の整理、会議録の作成、図書室の管理及び市議会だよりの発行など、議会の庶務に関する事務

議会及び議員活動の円滑かつ効果的な運営

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

議会の議事日程の作成、議案の整理、会議録
の作成、図書室の管理及び市議会だよりの発
行など、議会の庶務に関する事務

議会の議事日程の作成、議案の整理、会議録
の作成、図書室の管理及び市議会だよりの発
行など、議会の庶務に関する事務

議会の議事日程の作成、議案の整理、会議録
の作成、図書室の管理及び市議会だよりの発
行など、議会の庶務に関する事務

議会の議事日程の作成、議案の整理、会議録
の作成、図書室の管理及び市議会だよりの発
行など、議会の庶務に関する事務

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

362,844,000 362,847,000 343,717,000 482,566,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

362,844,000 362,847,000 343,717,000 482,566,000 0 0

362,844,000 346,793,000 328,653,000 0 0 0

358,076,836 342,065,372 323,787,715 0 0 0

98.7% 98.6% 98.5% 0.0% 0.0% 0.0%

11.00 11.00 12.00

98,493,208 102,844,148 104,901,240

1 1 1

3,479,731 3,326,634 3,358,488

13,792,270 12,201,409 12,221,703

473,842,045 460,437,563 444,269,146 0 0 0



議会事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

議会及び議員活動の円滑かつ効果的な運営が実施できている。

議会改革検討委員会等で挙げられた課題等を、実施に向け検討していく。

これまでと同様に、議会及び議員活動の円滑かつ効果的な運営を実施していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

現状のまま継続していく。



議会事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 05 05 05 0004000 議員活動費 317,735,000 300,931,654 456,337,000

2 01 05 05 05 0005000 議会報発行費 8,714,000 7,248,849 8,520,000

3 01 05 05 05 0006000 負担金　市議会議長会 1,344,000 1,330,000 1,330,000

4 01 05 05 05 0007000 負担金　全国市議会議長会基地協議会 45,000 45,000 52,000

5 01 05 05 05 0008000 負担金　全国都市問題会議 30,000 30,000 30,000

6 01 05 05 05 0009000 負担金　三多摩上下水及び道路建設促進協議会 40,000 40,000 40,000

7 01 05 05 05 0010000 負担金　全国高速自動車道市議会協議会 20,000 20,000 20,000

8 01 05 05 05 0011000 負担金　会営競馬場所在都市議会協議会 124,000 123,100 122,000

9 01 05 05 05 0012000 負担金　北方領土の返還を求める都民会議 5,000 5,000 5,000

10 01 05 05 05 0013000 補助金　市政調査研究費 15,660,000 14,014,112 16,110,000

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 343,717,000 323,787,715 482,566,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

特別職報酬等審議会運営事業 61090200

特別職報酬等審議会委員への報酬

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 職員課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

―
一般会計 その他

地方自治法、地方公務員法、非常勤の特別職職員の報酬及
び費用弁償に関する条例

特別職報酬等審議会委員

府中市の区域内の公共団体等の代表と公募の住民を委員とし、議会の議員の報酬の額並びに市長及び副市長の給料の額につい
て審議を行い市長へ答申を行う。

市長が諮問した第三者機関に、議会の議員の報酬の額並びに市長及び副市長の給料の額について審議してもらい透明性を確保
する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

厳しい社会経済状況の中、より多くの市民意
見等を集約できる審議会の運営に努めていく
。

厳しい社会経済状況の中、より多くの市民意
見等を集約できる審議会の運営に努めていく
。

平成７年度の答申の際、毎年か少なくとも２
年毎に開催することが望ましいとの意見を受
けていることから、審議会の開催を見送って
いる。

特別職報酬等審議会の開催状況
・全体会　　５回
・小委員会　１回

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

3,514,000 760,000 760,000 760,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,514,000 760,000 760,000 760,000 0 0

3,514,000 760,000 780,000 0 0 0

2,858,000 0 780,000 0 0 0

81.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.20 0.20 0.40

1,790,786 1,869,894 3,496,708

0 0 0

0 0 0

14,014 13,143 49,702

4,662,800 1,883,037 4,326,410 0 0 0



特別職報酬等審議会運営事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

第三者機関を設置するすることで、一層の公平性を期することができる
。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

本事業については、議会の議員の報酬の額並びに市長及び副市長の給料の額について、市長が諮問した第三者機関が審議するための運営経費
である。
審議会については、おおむね２年に１回程度開催し、報酬等については、社会的、経済的環境等を考慮し、平成７年から据え置きと答申して
いる。

社会・経済情勢は日々変化しており、特別職の報酬等の決定についても市民の理解が得られるように、引き続き透明性を保つ必要がある。

特別職の報酬等については、社会的、経済的環境等を考慮しながら、総合的な見地で決定していく必要があるため、今後も審議会を開催して
いく必要がある。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

本事業については、引き続き公正を期するため、審
議会を開催していく必要があり、現状のとおり継続
していく。



特別職報酬等審議会運営事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0019600 特別職報酬等審議会運営費 760,000 780,000 760,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 760,000 780,000 760,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

基地対策事業 61090300

市内基地跡地対策に係る事業全般

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

府中基地跡地留保地利用計画、調布基地跡地
都市整備用地利用計画ほか

府中基地跡地留保地、調布基地跡地関連、航空自衛隊府中基地に関する事項全般

基地跡地対策特別委員会への報告、広報ふちゅうによる情報提供、各種説明会の実施、全国基地協議会・防衛施設周辺整備全
国協議会研修会への参加等

基地が所在することにより被る不利益のできる限りの解消を図り、住みよいまちづくりに資する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼府中基地跡地留保地、調布基地跡地都市整
備用地及び病院用地については、各利用計画
の実現に向け、関係者間で引き続き協議等を
進めていく。
▼航空自衛隊府中基地関係については、横田
基地への航空総隊の移転に係る情報収集に努
める。
▼その他各基地跡地及び自衛隊基地周辺にお
ける諸問題への対応

▼府中基地跡地留保地、調布基地跡地都市整
備用地及び病院用地については、各利用計画
の実現に向け、関係者間で引き続き協議等を
進めていく。また、財務省の国家公務員宿舎
整備計画の再検討について情報収集を行う。
▼航空自衛隊府中基地関係については、横田
基地への航空隊の移転に適切に対応する。
▼その他各基地跡地及び自衛隊基地周辺にお
ける諸問題への対応

▼府中基地跡地留保地、調布基地跡地都市整
備用地については、関東財務局、国立医薬品
食品衛生研究所等と協議を進めるとともに、
都市計画の変更等を行った。
▼病院用地については、軽自動車検査協会、
警視庁第七機動隊と協議を進めた。
▼その他基地跡地及び自衛隊基地周辺におけ
る諸問題のうち、特に横田基地への航空総隊
の移転に係る情報収集等に努めた。

▼府中基地跡地留保地、調布基地跡地都市整
備用地については、情報収集に努めるととも
に関係機関と協議を進めた。
▼病院用地については、平成２２年１２月に
軽自動車検査協会が開設した。
▼その他基地跡地及び自衛隊基地周辺におけ
る諸問題のうち、特に横田基地への航空総隊
の移転に係る情報収集等に努めた。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

45,000 45,000 45,000 44,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

45,000 45,000 45,000 44,000 0 0

45,000 45,000 45,000 0 0 0

11,302 11,428 11,407 0 0 0

25.1% 25.4% 25.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0.74 0.86 0.73

6,641,324 8,081,744 6,374,207

0 0 0

0 0 0

56,399 53,763 49,755

6,709,025 8,146,935 6,435,369 0 0 0



基地対策事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

当事務事業については、進ちょく状況を把握する適切な指標の設定は困難である。

① ※指標の設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

② ※指標の設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

基地対策については、市が主体的に実施すべきであるが、国や都などの
関係機関で連携し、取り組む必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

国の財産利用に係る方針転換に基づき、平成２０年９月に、基地跡地３地区の土地利用計画最終案を市議会基地跡地対策特別委員会において
了承いただき、同年１０月に財務省関東財務局へ提出した。調布基地跡地都市整備用地については、賑わいを創出できる施設を誘導するため
の「業務・商業ゾーン」と国家公務員宿舎整備を想定した「住宅ゾーン」及び「沿道住宅ゾーン」とした。調布基地跡地病院用地については
、周辺に病院や福祉施設、学校などの施設が多いことから「公共公益系施設ゾーン」とし、平成２２年１２月には軽自動車検査協会が開設し
た。また、府中基地跡地留保地については、市立公園の設置を予定した「公園緑地ゾーン」、国立医薬品食品衛生研究所（以下「衛生研」と
いう。）の移転を視野に入れた「研究施設ゾーン」及び国家公務員宿舎整備を想定した「住宅ゾーン」とした。これらの利用計画を実現する
ため、市では、都市整備用地の都市計画変更等の手続を完了した。また、府中基地跡地留保地における、衛生研は、現在の用賀の施設に係る
安全性の第三者評価を受審し、ISO/IEC17025の認定を取得した。平成２３年３月、国家公務員宿舎整備計画の凍結とそれに伴う衛生研移転計
画の停滞を受け、宿舎整備計画の中止及び衛生研移転計画の見直しについての要望書を関係大臣宛てに提出した。

国の行政刷新会議による事業仕分け（平成２１年１１月）において、国家公務員宿舎整備計画が凍結されたため、都市整備用地における宿舎
整備計画、業務・商業ゾーンの処分、また、府中基地跡地留保地における宿舎整備計画及び衛生研移転計画の停止が引き続いている状況であ
るため、今後上記の市からの要望書を受けた財務省の動きに注意しつつ、場合によっては利用計画の変更等を検討する必要がある。

上記のとおり、宿舎整備計画の中止及び衛生研移転計画の見直しについての要望書を提出しているため、調布基地跡地都市整備用地における
宿舎整備計画の動向、また、府中基地跡地留保地における宿舎整備計画及び衛生研移転計画の動向について注視していくととも、新たな方向
性が示された際には早急な対応を図る必要がある。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

4

基地対策を円滑に進めるためには、関係機関との協
議内容等、従前からの継続性が重要になることが多
く、対応の大幅・急激な変更・見直しは、かえって
混乱を招きかねない。このため、必要な情報収集を
行いながら、当面は現状のまま関係機関との協議を
重ね、状況に応じた対応の見直しを個々の案件につ
いては行いつつも、事業全体としては、継続して取
り組んでいく必要がある。



基地対策事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0020000 基地対策費 35,000 1,407 35,000

2 01 10 05 05 0037000 負担金　全国基地協議会 1,000 1,000 1,000

3 01 10 05 05 0039000 負担金　防衛施設周辺整備全国協議会 9,000 9,000 8,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 45,000 11,407 44,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

総合窓口事務 61090400

窓口業務の円滑な運用及び住民情報の適正な管理

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

市民生活部 総合窓口課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費
ほか

市
一般会計 その他

住民基本台帳法、戸籍法、など

住民基本台帳に登録のある者、外国人登録原票に登録のある者、本市に戸籍がある者、課税対象者など。

住民等からの転入・転出・転居などの届け出を受け、台帳の整備を行う。また、住民からの各種申請を受け、必要な証明書等
を交付する。

住民情報の適正な管理を行うことにより、住民に関する事務処理等を円滑に行う。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

●主要事務取扱件数
　▼住民基本台帳事務　２９０，０００件
　▼戸籍事務　　　　　　８５，０００件
　▼印鑑事務　　　　　１１０，０００件
　▼その他窓口事務　　１１５，０００件

●主要事務取扱件数
　▼住民基本台帳事務　２８０，０００件
　▼戸籍事務　　　　　　８４，０００件
　▼印鑑事務　　　　　１０５，０００件
　▼その他窓口事務　　１１４，０００件

●主要事務取扱件数
　▼住民基本台帳事務　２８４，２０２件
　▼戸籍事務　　　　　　８４，３９５件
　▼印鑑事務　　　　　１０６，５２３件
　▼その他窓口事務　　１１４，２８０件

●主要事務取扱件数
　▼住民基本台帳事務　２８４，７９４件
　▼戸籍事務　　　　　　８６，１９１件
　▼印鑑事務　　　　　１０６，８２２件
　▼その他窓口事務　　１１７，３０７件

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

57,704,000 56,007,000 55,813,000 72,331,000 0 0

75,000 1,548,000 85,000 79,000 0 0

625,000 841,000 771,000 776,000 0 0

0 0 0 0 0 0

42,879,000 42,267,000 43,835,000 45,108,000 0 0

14,125,000 11,351,000 11,122,000 26,368,000 0 0

57,704,000 60,007,000 57,613,000 0 0 0

54,676,027 54,225,211 52,283,998 0 0 0

94.8% 90.4% 90.8% 0.0% 0.0% 0.0%

39.00 41.00 40.00

349,203,192 383,328,188 349,670,800

2 0 0

6,959,462 0 0

307,516 279,852 309,714

411,146,197 437,833,251 402,264,512 0 0 0



総合窓口事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

窓口業務の円滑な運用及び住民情報の適正な管理を市が主体的に実施す
る。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

住民情報の適正な管理運用を実施。

繁忙期等の待ち時間の短縮。
休日夜間における窓口サービスの拡充。
印鑑カード・市民カードの統合。
住基法改正（平成２４年度施行予定）への対応。

住民情報の十分な管理運用を実施していくと共に、窓口に来られる方に対し正確かつ迅速な対応ができるよう窓口事務の見直し・改善を実施
していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

住民情報の適正な管理を行うことにより、住民に関
する事務処理等を円滑に行う。



総合窓口事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0028000 自衛官募集事務費 9,000 8,889 9,000

2 01 10 15 05 0225000 窓口センター運営費 55,778,000 52,249,309 72,296,000

3 01 10 15 05 0226000 負担金　東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会 7,000 7,000 7,000

4 01 10 15 05 0227000 負担金　東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会北
多摩支部

2,000 2,000 2,000

5 01 10 15 10 0229000 負担金　東京都外国人登録事務協議会 17,000 16,800 17,000

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 55,813,000 52,283,998 72,331,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

文書管理事務 61090500

市の文書の管理事務

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

府中市文書管理規則、府中市公文例、府中市公印規程等

市の文書全般

文書の収受、配布、進行、審査、保存、廃棄、印刷、複写等を行う。

適正な文書管理を行うことにより、迅速で効率的な事務執行を推進し、市民サービスの向上を図る。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼各種文書事務（文書保管、印刷、都庁交換
便、郵送等）の準備及び実施

▼各種文書事務（文書保管、印刷、都庁交換
便、郵送等）の準備及び実施

○各種文書事務（文書保管、印刷、都庁交換
便、郵送等）の準備及び実施

○各種文書事務（文書保管、印刷、都庁交換
便、郵送等）の準備及び実施

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

39,281,000 37,230,000 36,921,000 28,331,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

39,281,000 37,230,000 36,921,000 28,331,000 0 0

39,281,000 37,230,000 36,921,000 0 0 0

37,265,619 36,073,793 35,672,875 0 0 0

94.9% 96.9% 96.6% 0.0% 0.0% 0.0%

4.31 4.30 5.30

38,591,430 40,202,712 46,331,381

1 1 1

3,479,731 3,326,634 3,358,488

0 0 0

79,336,780 79,603,139 85,362,744 0 0 0



文書管理事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市役所の効率的な事務執行の基礎となる事務事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

３０年以上にわたり、ファイリングシステムによる文書管理を行っている。
保存文書の増加及び歴史的公文書等選別のため、保存文書の一部を外部倉庫に委託している。
　

文書管理システムの導入及び関連規則等の整備

文書管理システムに関する研究に努める。
適正で迅速な文書管理を推進し、効率的な行政サービスの提供に貢献する。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

現状を継続しつつ、効率化を図っていく。



文書管理事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0032000 文書事務管理費 36,921,000 35,672,875 28,331,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 36,921,000 35,672,875 28,331,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

検査事務 61090600

市が締結する工事等の請負契約、物品の買入等の契約をした場合の契約の適正な履行の確認。

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

税務管財部 管財課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方自治法

府中市契約事務規則に基づき市が締結した契約者

府中市検査事務規程、府中市工事成績評定要綱、府中市設計・調査委託成績評定基準に基づき検査を実施。

市が締結する契約（工事、委託、物品等の買入等）の適正な履行。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

市が締結した工事もしくは製造その他につい
ての請負契約、物品の買入その他の契約に係
る検査の実施。

市が締結した工事もしくは製造その他につい
ての請負契約、物品の買入その他の契約に係
る検査の実施。

市が締結した工事若しくは製造その他につい
ての請負契約、物品の買入その他の契約に係
る検査を実施した。
工事、委託検査　２２１件
物品検査　　　　３２４件

市が締結した工事若しくは製造その他につい
ての請負契約、物品の買入その他の契約に係
る検査を実施した。
工事、委託検査　２１１件
物品検査　　　　２７７件

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

263,000 269,000 276,000 276,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

263,000 269,000 276,000 276,000 0 0

263,000 269,000 276,000 0 0 0

204,734 203,215 200,191 0 0 0

77.8% 75.5% 72.5% 0.0% 0.0% 0.0%

1.25 2.50 2.50

11,192,410 23,373,670 21,854,425

1 0 0

3,479,731 0 0

5,060,278 5,284,984 7,595,670

19,937,153 28,861,869 29,650,286 0 0 0



検査事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

市が締結する契約（工事、委託、物品等の買入等）の適正な履行を府中市検査事務規等に基づき検査を実施した。
工事、委託検査　２１１件
物品検査　　　　２７７件

総合評価制度の導入に向けた検討、検査事務手順書の作成を進める。

引き続き検査事務の適正な執行に務める。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

引き続き法、規則等に基づき検査を実施する。



検査事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0034000 検査事務管理費 276,000 200,191 276,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 276,000 200,191 276,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

秘書事務 61090800

市長及び副市長の秘書事務

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 秘書課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 その他

市長、副市長

決裁文書の受付・回付、日程調整、電話応対、来客応接、交際費管理等

理事者の負担軽減、組織の円滑な運営

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼決裁文書の受付・回付
▼理事者の日程調整
▼電話応対
▼来客応接
▼交際費の管理
▼市長会総会、役員会、研修会等への出席
▼国・東京都への要望の集約・提出
▼全国の自治体における諸問題の報告及び討
議

▼決裁文書の受付・回付
▼理事者の日程調整
▼電話応対
▼来客応接
▼交際費の管理
▼市長会総会、役員会、研修会等への出席
▼国・東京都への要望の集約・提出
▼全国の自治体における諸問題の報告及び討
議

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼全国市長会総会、分科会（１回）
▼全国市長会関東支部総会（１回）
▼東京都市区長会総会（１回）
▼東京都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（１回）

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼全国市長会総会、分科会（１回）
▼全国市長会関東支部総会（１回）
▼東京都市区長会総会（１回）
▼東京都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（１回）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

5,255,000 4,828,000 4,798,000 5,727,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,255,000 4,828,000 4,798,000 5,727,000 0 0

5,255,000 4,828,000 4,798,000 0 0 0

5,255,000 4,828,000 4,798,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4.00 4.00 4.00

35,815,712 37,397,872 34,967,080

0 0 0

0 0 0

3,695,337 4,478,955 4,275,802

44,766,049 46,704,827 44,040,882 0 0 0



秘書事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

・理事者の日程調整、電話応対、来客応接
・決裁文書の的確な受付・回付
・交際費の適正な管理
・各市間、東京都及び国との連絡調整
・行財政に関する調査研究
・国、都への施策要望及び予算要望
・全国の自治体における諸問題の報告及び討議

・市長会については、多種多様化する住民ニーズの把握と集約、各市が抱える個々の課題についての各市間での調整。
・全国都市問題会議については、開催地が毎年異なり、日程も２日間にわたるため、市長日程の調整を要すること。

・秘書業務については、今後も的確かつ迅速な事務に努める。
・市長会については、これまでと同様に自治体間の連絡調整を密にし、地方自治及び各市の興隆繁栄、発展を図る。
・全国都市問題会議については、日程調整が可能な限り出席し、各自治体で抱える問題を把握し、今後の市政の進展のための参考とする。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市長会、全国都市問題会議については負担金事業で
あり、個々の自治体で事業の存否を検討すべきもの
ではない。



秘書事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0035500 市民表彰事業費 914,000

2 01 10 05 05 0036000 負担金　市長会 4,778,000 4,778,000 4,793,000

3 01 10 05 05 0038000 負担金　全国都市問題会議 20,000 20,000 20,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 4,798,000 4,798,000 5,727,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　東京市町村総合事務組合管理費 61091000

東京市町村総合事務組合の経費を負担するもの。

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 負担金

東京市町村総合事務組合規約

東京市町村総合事務組合

東京市町村総合事務組合の経費負担

市町村（３９団体）が連絡、調整及び相互協力をし、住民の福祉の向上を図るため。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

市町村間の連携等による住民福祉の向上を図
る。

市町村間の連携等による住民福祉の向上を図
る。

管理運営費負担金として、６８５万８千円を
支出した。

管理運営費負担金として、６６４万６千円を
支出した。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

8,060,000 6,858,000 6,646,000 5,532,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

8,060,000 6,858,000 6,646,000 5,532,000 0 0

8,060,000 6,858,000 6,646,000 0 0 0

8,060,000 6,858,000 6,646,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.01 0.01 0.01

89,539 93,495 87,418

0 0 0

0 0 0

0 0 0

8,149,539 6,951,495 6,733,418 0 0 0



負担金　東京市町村総合事務組合管理費

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

都内の市町村がその事務の一部を共同で処理しているもので、現状とし
て効果的かつ効率的に事務が執行されているため。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

毎年、組合管理者が、組合議会の議決を経て定めた負担金を支出している。

社会経済状況の変化に応じて構成市町村の負担割合が常に公平なものになるよう、負担金額の算定方法を確認する時期にある。

負担金の内訳における「収益事業収入割」について、昨今の社会経済状況に適合しているか検討を要する。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

負担金の割合については検討を要すると思うが、事
務の共同処理自体は円滑に行われている。



負担金　東京市町村総合事務組合管理費

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0074000 負担金　東京市町村総合事務組合管理費 6,646,000 6,646,000 5,532,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,646,000 6,646,000 5,532,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　北方領土の返還を求める都民会議 61091100

北方領土の返還を求める都民会議への参画

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 負担金

昭和59年度

北方領土の返還を求める都民会議規約

都民

北方領土の返還を求める都民会議に参画し、会員として各種の運動に参加する。

北方領土返還運動についての都民の関心と理解を深める。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼北方領土の返還を求める都民会議への参加
（年２回）

▼北方領土の返還を求める都民会議への参加
（年２回）

▼北方領土の返還を求める都民会議への参加
　・総会（６月）
　・都民大会（１月）

▼北方領土の返還を求める都民会議への参加
　・総会（６月）
　・都民大会（１月）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

5,000 5,000 5,000 0 0 0

5,000 5,000 5,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.00 0.01 0.01

0 95,079 91,060

0 0 0

0 0 0

0 632 710

5,000 100,711 96,770 0 0 0



負担金　北方領土の返還を求める都民会議

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

① ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

② ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 1

市が主体的に実施する必要性は低いが、負担金の金額や周辺市町村（議
会）の加入状況等を考慮する必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

北方領土の４島返還実現を図るために活動している「北方領土の返還を求める都民会議」の会員となり、会費を負担することによって、都民
会議が主催する北方領土返還の意識啓発、宣伝活動、交流事業等を側面から支援してきた。

必然性や緊急性を伴わない事業であること。

都民会議が行う事業の側面からの支援という面は今後も変わらない。廃止の検討を必要に応じて行うことになると思われるが、その際には、
府中市議会も会員になっていることを考慮する必要がある。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

負担金の金額や周辺市町村（議会）の加入状況等か
ら、現状のまま継続と判断した。



負担金　北方領土の返還を求める都民会議

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0076000 負担金　北方領土の返還を求める都民会議 5,000 5,000 5,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,000 5,000 5,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

庁舎等維持管理事業 61091200

市有財産の維持管理、本庁舎、府中駅北第2庁舎の管理、庁用車両の管理

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

税務管財部 管財課

10 総務費

05 総務管理費

25 財産管理費

市
一般会計 ソフト事業（義務）

地方自治法等

市職員及び市民

当該施設等の適切かつ計画的に維持管理とともに職員及び市民の利便性確保

行政活動の助成

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

○市有地の管理保全及び民有地の借上げ。　
○市有財産、市有車両及び市民総合賠償補償
規定に基ずくそれらへの保険対応業務。　　
○本庁舎、第２庁舎等の維持管理運営。　　
○車両の配車及び点検整備。　　　　
○バスの使用を承認する。　　　　　　　　
これらを計画的に実施する。

○市有地の管理保全及び民有地の借り上げ。
○市有財産、市有車両及び市民総合賠償補償
規定に基づくそれらへの保険対応業務。
○本庁舎、第２庁舎等の維持管理運営。
○車両の配車及び点検整備。
○バスの使用を承認する。
これらを計画的に実施する。

○市有地の管理保全及び民有地の借上げ。
○市有財産、市有車両及び市民総合賠償補償
規定に基づくそれらへの保険対応業務。
○本庁舎、第2庁舎等の維持管理運営。
○車両の配車及び点検整備。
○バスの使用を承認し、これらを計画的に実
施した。
○庁舎耐震診断を実施した。

○市有地の管理保全及び民有地の借り上げ。
○市有財産、市有車両及び市民総合賠償補償
規定に基づくそれらへの保険対応業務。
○本庁舎、第２庁舎等の維持管理運営。
○車両の配車及び点検整備。
○バスの使用を承認し、これらを計画的に実
施した。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

650,213,000 646,402,000 651,804,000 621,736,000 0 0

0 5,095,000 0 0 0 0

500,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

35,580,000 14,096,000 23,572,000 27,651,000 0 0

614,133,000 627,211,000 628,232,000 594,085,000 0 0

657,234,000 652,635,941 615,991,059 0 0 0

626,764,839 605,496,758 551,284,293 0 0 0

95.4% 92.8% 89.5% 0.0% 0.0% 0.0%

8.75 8.00 8.50

78,346,870 74,795,744 74,305,045

0 0 0

0 0 0

19,678,859 16,911,952 25,825,281

724,790,568 697,204,454 651,414,619 0 0 0



庁舎等維持管理事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 2

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 2

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

本庁舎、府中駅北第2庁舎の管理、庁用車両の管理業務を行った。

庁舎の保守・管理については業者委託しているが、委託業務の管理監督を適正に行い、来庁者にとっても職員にとっても良好な環境であるよ
うに維持管理する。

建設年数と共に庁舎の修繕費用の増加が考えられるが、耐用年数等総合的な判断から、コスト削減に努める。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1



庁舎等維持管理事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 25 0126000 建物等保険費 21,421,000 19,645,824 20,848,000

2 01 10 05 25 0127000 土地借上費 208,982,000 210,076,210 209,744,000

3 01 10 05 25 0128000 自動車事故等賠償金 3,000,000 212,073 3,000,000

4 01 10 05 25 0129000 管理用備品整備費 2,239,000 3,327,208 1,410,000

5 01 10 05 25 0131001 庁用車両購入費 0 4,627,059

6 01 10 05 25 0132000 庁用車両管理費 44,363,000 32,506,958 43,455,000

7 01 10 05 25 0133000 庁舎等管理費　管理委託料 170,840,000 138,584,654 143,231,000

8 01 10 05 25 0134000 庁舎等管理費　光熱水費及び燃料費 78,086,000 76,913,599 77,309,000

9 01 10 05 25 0135000 庁舎等管理費　諸経費 94,773,000 60,487,378 91,029,000

10 01 10 05 25 0137000 庁舎等整備事業費　測量委託料 5,500,000 4,903,330 5,000,000

11 01 10 05 25 0138000 庁舎等整備事業費　設計委託料 1,110,000

12 01 10 05 25 0142300 庁舎等整備事業費　電波障害対応設備撤去費 15,600,000

13 01 10 05 25 0143350 庁舎等整備事業費　北庁舎駐車場システム改修工事費 12,600,000 0

14 01 10 05 25 0145400 庁舎等整備事業費　緊急整備工事費 10,000,000 0 10,000,000

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 651,804,000 551,284,293 621,736,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

庁舎建設等検討事業 61091400

新庁舎建設等の検討

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 政策課

10 総務費

05 総務管理費

30 企画費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成22年度

庁舎

・庁舎建設等に係る調査
・有識者や公募市民からなる検討協議会の設置

庁舎建設等の調査・検討を進め、新庁舎の建設等に備える。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

・庁舎建設等検討協議会（仮称）の設置及び
運営
・庁舎建設等検討調査に係るコンサル委託

・庁舎建設検討協議会（委員２０名）の設置
及び会議運営
・庁舎建設検討協議会による庁舎建設基本構
想案の市長への提出

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

0 0 11,209,000 5,320,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 11,209,000 5,320,000 0 0

0 0 11,079,000 0 0 0

0 0 7,679,480 0 0 0

0.0% 0.0% 69.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0.00 0.00 0.52

0 0 4,553,005

0

0 0 0

35,539

0 0 12,268,024 0 0 0



庁舎建設等検討事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

① ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

② ※設定不可
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

老朽化する市庁舎の対応は、市が主体的に実施するべきであるが、市民
や議会と合意形成を図りながら進める必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

平成２２年７月から平成２３年３月まで６回に及ぶ庁舎建設検討協議会（公募市民、学識経験者、団体代表等２０名）を実施し、庁舎建設基
本構想案の市長への提言を行った。基本構想案は、現庁舎の抱える問題点を整理し、新庁舎建設に係る基本的方針をまとめたものであり、今
後の市の庁舎建設に向けた指針となるものである。今後は、平成２３年度に市としての基本構想を策定し、次のステップである基本計画策定
に向けた取組を進める。

市としての基本構想は、パブリックコメントなどを経て策定していくが、一方で現在使用されている庁舎の安全性等の問題に対処していく必
要がある。また、基本計画策定のために、市民の意見、職員の意見を反映させるよう進めていく必要がある。

平成２３年度に基本構想を策定し、基本計画策定の準備を開始する。平成２４年度中に基本計画を策定、平成２５年度に基本設計、平成２６
年度に実施設計、平成２７年度に建設工事に着手し、平成２９年度に開庁予定。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

東日本大震災の影響もあり、一日も早い対応が求め
られることから、拡大して取組む必要がある。



庁舎建設等検討事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 30 0150510 庁舎建設等検討協議会（仮称）運営費 1,209,000 1,064,480

2 01 10 05 30 0150515 庁舎建設基本計画検討協議会（仮称）運営費 920,000

3 01 10 05 30 0150520 庁舎建設等調査費 10,000,000 6,615,000

4 01 10 05 30 0150525 庁舎建設基本計画策定費 4,400,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,209,000 7,679,480 5,320,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

固定資産評価審査委員会運営事務 61091500

固定資産評価審査委員会の運営

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

10 徴税費

05 税務総務費

市
一般会計 その他

地方税法、府中市固定資産評価審査委員会条例

固定資産評価審査委員会委員等

委員会を定期的に開催するとともに、審査事務の参考とするため視察を実施すること。
固定資産評価審査委員会の書記の事務（委員会調書の作成、庶務）を行う。

固定資産評価審査委員会の円滑な運営を図るため。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

固定資産評価審査委員会の円滑な運営を図る
。

固定資産評価審査委員会の円滑な運営を図る
。

審査申出　　３件
委員会開催　第１回　　８月５日
　　　　　　第２回　　８月７日
　　　　　　第３回　１１月２日
行政視察　　１月１５日〜１６日（山口県下
関市）
定期協議会　１０月２２日７人出席（羽村市
）

審査申出　０件
委員会　８月１１日開催
行政視察　１０月１日実施（栃木県宇都宮市
）
定期協議会　１０月２１日７人出席（あきる
野市）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

198,000 754,000 280,000 416,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

198,000 754,000 280,000 416,000 0 0

198,000 754,000 280,000 0 0 0

53,500 348,457 77,735 0 0 0

27.0% 46.2% 27.8% 0.0% 0.0% 0.0%

0.33 0.40 0.50

2,954,796 3,739,787 4,370,885

0 0 0

0 0 0

52,460 1,350 450

3,060,756 4,089,594 4,449,070 0 0 0



固定資産評価審査委員会運営事務

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地方税法の規定により、固定資産評価審査委員会は市で設置することと
なっているため。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

委員会と行政視察を年１回ずつ実施している。
行政視察については、審査申出の実績がある自治体に対し、１泊２日の宿泊を伴う視察と日帰りの視察を年度ごとに交互に実施している。
２６市で構成する定期協議会が年１回開催する会議に出席している。

現委員は、審査申出に係る審査の経験が少ない。

２２年度の審査申出はなかったが、２１年度の審査申出の処理実績をもとに、今後の審査申出に対してより迅速かつ適切な対応をとることが
できるよう、体制を整える。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

委員の改選時期に合わせて、専門知識を有する委員
の選出を検討していく。



固定資産評価審査委員会運営事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 10 05 0206500 固定資産評価審査委員会運営費 262,000 60,235 398,000

2 01 10 10 05 0210000 負担金　東京都市固定資産評価審査委員会審査事務協
議会

18,000 17,500 18,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 280,000 77,735 416,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

選挙事務 61091700

国政及び地方選挙の管理執行

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

選挙管理委員会事務局

10 総務費

20 選挙費

05 選挙管理委員会費
ほか

国
一般会計 ソフト事業（義務）

平成21年度

公職選挙法、府中市選挙管理委員会規程、府中市選挙事務
執行規程

公職の候補者・有権者

有権者に対しては、選挙管理委員会、明るい選挙推進協議会及び委員会が一体となって啓発活動を実施すると共に、円滑かつ
確実・迅速な投・開票事務の処理、投票所の環境整備も併せて行う。
また、政治家・候補者に対しては、明るい選挙の実現や公職選挙法の禁止行為等のＰＲに努める。

選挙に対する意識及び投票率の向上を図る。
公職選挙法等関連法令における規制等の周知徹底。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼東京都議会議員選挙
　基準値　39.65％（H17執行の投票率）　
　目標値　45％
　（H13の投票率46.25%に近づける）

▼衆議院議員選挙
　基準値　67.01％（H17執行の投票率）
　目標値　67.5％
　（前回を下回らない目標値）

▼参議院議員選挙
　基準値　58.91％（H19執行の投票率）
　目標値　59％（前回を下回らない目標値）

▼東京都知事選挙
　基準値　55.97％（H19執行の投票率）
　目標値　56％（前回を下回らない値）
▼府中市議会議員選挙
　基準値　46.96％（H19執行の投票率）
　目標値　47％（前回を下回らない値）
▼府中市長選挙
　基準値　37.16％（H20執行の投票率）
　目標値　38％（前回を下回らない値）

▼東京都議会議員選挙
　平成２１年７月１２日執行
　実績値　５４．３１％

▼衆議院議員選挙
　平成２１年８月３０日執行
　実績値　６７．７５％

▼参議院議員選挙
　平成２２年７月１１日執行
　実績値　５９．８６％

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

7,822,000 146,458,000 135,222,000 210,742,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 140,300,000 126,872,000 40,984,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

7,822,000 6,158,000 8,350,000 169,758,000 0 0

7,777,000 146,458,000 135,222,000 0 0 0

7,190,292 134,989,455 109,759,315 0 0 0

92.5% 92.2% 81.2% 0.0% 0.0% 0.0%

5.00 5.00 5.00

44,769,640 46,747,340 43,708,850

0 0 0

0 0 0

1,132,128 1,171,419 731,224

53,092,060 182,908,214 154,199,389 0 0 0
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

45

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

67.5

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

法律で規定されている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

　選挙は、誤りのない執行手続き、公平公正性の確保、迅速な開票等が求められており、このことに則り事務を遂行してきた。
　その結果、すみやかな開票結果の発表等、大きな事務改善の成果が上がった。

　多大な執行経費が掛かることから、経費削減のための人件費や備品費の見直しを始めとして、新たな開票作業の発想展開が必要。
　また、最近の動向として期日前投票の利用者が増えている傾向があるため、さらに利便性の向上を図る必要がある。

　先進都市との情報交換を密にし、様々な工夫を取り入れていく。
　また、期日前投票所は規模、場所を吟味し関係部署との調整を図り、充実に努める。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

2

公職選挙法により選挙は執行しているため、見直し
は法改正によるものとなる。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 20 05 0231000 選挙管理委員会運営費 3,839,000 3,828,000 3,839,000

2 01 10 20 05 0233000 負担金　選挙管理委員会連合会 221,000 179,200 190,000

3 01 10 20 10 0235000 啓発普及費 2,113,000 1,369,201 1,824,000

4 01 10 20 20 0238000 職員給与費等 26,510,000 21,726,006

5 01 10 20 20 0239000 選挙事務運営費 65,416,000 52,966,347

6 01 10 20 30 0242000 職員給与費等 3,447,000 2,538,479 18,056,000

7 01 10 20 30 0243000 選挙事務運営費 31,499,000 25,465,826 19,796,000

8 01 10 20 30 0243500 選挙事務運営費（債務負担行為解消分） 3,132,000

9 01 10 20 35 0244100 職員給与費等 19,538,000

10 01 10 20 35 0244200 負担金　選挙公営費 33,282,000

11 01 10 20 35 0247000 選挙事務運営費 2,177,000 1,686,256 44,525,000

12 01 10 20 40 0244400 職員給与費等 17,602,000

13 01 10 20 40 0244500 負担金　選挙公営費 4,996,000

14 01 10 20 40 0254650 選挙事務運営費 42,483,000

15 01 10 20 45 0254600 職員給与費等 644,000

16 01 10 20 45 0254750 選挙事務運営費 835,000

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 135,222,000 109,759,315 210,742,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

統計書等作成事務 61091800

府中市統計書、事務報告書の作成等

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

25 統計調査費

05 統計調査総務費

市
一般会計 その他

市職員及び市民

庁内及び外部よりデータを集約し、印刷製本する。

府中市の現況やその推移を統計データとしてまとめ、施策の基礎資料とする。また市民に対しても情報提供を行い、個々のニ
ーズに合った活用につなげる。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼府中市統計書、事務報告書の作成
▼東京都市統計協議会比較統計書「東京とし
とうけい」のデータ取りまとめ及び購入

▼府中市統計書、事務報告書の作成
▼東京都市統計協議会比較統計書「東京とし
とうけい」のデータ取りまとめ及び購入

▼平成21年版府中市統計書の刊行（500冊）
▼平成20年度府中市事務報告書の刊行（250
冊）
▼平成21年度版東京としとうけい（第49号）
の購入（180冊）

▼平成22年版府中市統計書の刊行（500冊）
▼平成21年度府中市事務報告書の刊行（250
冊）
▼平成22年度版東京としとうけい（第50号）
の購入（160冊）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

615,000 803,000 872,000 855,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

615,000 803,000 872,000 855,000 0 0

615,000 803,000 772,000 0 0 0

522,690 520,369 766,457 0 0 0

85.0% 64.8% 99.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0.33 0.33 0.31

2,954,796 3,085,324 2,709,949

0 0 0

0 0 0

0 0 18,303

3,477,486 3,605,693 3,494,709 0 0 0



統計書等作成事務
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

府中市独自のデータを編さんする事務事業であるため、府中市が実施す
る必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

　毎年度、府中市の現況やその推移を統計データとしてまとめた「府中市統計書」、当該年度に実施した事務事業の結果をまとめた「府中市
事務報告書」を刊行している。
　なお、従来、府中市統計書に掲載しているデータの一部を市ホームページで公開していたが、平成23年度4月からは、全データを公開する
ことにより、広く情報提供に努めている。

●総務管理課で刊行している「事務報告書」と、財政課で刊行している「施策の成果」との一部重複が見受けられるため、住み分けを明確に
する必要がある。

●「事務報告書」の作成目的や掲載基準を明確にすることにより、「施策の成果」との住み分けを図る。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

統計書や事務報告書は毎年度刊行しているものであ
り、データの推移を必要としている利用者も多いと
思われるため、従来どおり実施していく。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 25 05 0256000 統計書等作成費 872,000 766,457 855,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 872,000 766,457 855,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　東京都市統計協議会 61091900

東京都市統計協議会の運営に係る各市分担金

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

25 統計調査費

05 統計調査総務費

その他
一般会計 負担金

東京都市統計協議会会則

東京都２６市

総会やブロック会議の開催、各市比較統計書の発行、統計事務功労者の表彰など。

各市の相互連携と協力を図り、確実な統計諸資料を作成供与する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

（東京都市統計協議会について）
▼対象：東京都26市
▼国又は都統計調査及びそれに付随する事項
の検討を行い、改善を必要とするときは、国
又は都に要望する。
▼各市比較統計書を作成する。
▼統計事務功労者を表彰する。
▼総会・ブロック会議を開催する。

（東京都市統計協議会について）
▼対象：東京都26市
▼国又は都統計調査及びそれに付随する事項
の検討を行い、改善を必要とするときは、国
又は都に要望する。
▼各市比較統計書を作成する。
▼統計事務功労者を表彰する。
▼総会・ブロック会議を開催する。

●総会への出席（1回）
●東京都市統計協議会第1ブロック会議への
出席（全3回）
●東京都市統計協議会比較統計書「東京とし
とうけい」の購入（200冊）
●会費納入：1万円／年

●総会への出席（1回）
●東京都市統計協議会第1ブロック会議への
出席（全3回）
●東京都市統計協議会比較統計書「東京とし
とうけい」の購入
●会費納入：1万円／年

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

10,000 10,000 10,000 0 0 0

10,000 10,000 10,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.01 0.01 0.02

89,539 93,495 174,835

0 0 0

0 0 0

0 0 2,489

99,539 103,495 187,324 0 0 0
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

各市の相互連携と協力を図ることを目的に、東京都26市で構成している
協議会である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

●東京都市統計協議会を構成する一団体として、毎年1万円の負担金を支出している。
●各種統計調査に関する情報交換等を行うため、26市を4つのブロックに分け、それぞれのブロックで年3〜5回の会議を実施している。
●毎年度開催される総会において、統計調査員の功労表彰を実施している。

特になし

●ブロックでの会議は大変良い情報交換の場となっているため、今後も積極的に活用し、他市の事務の進め方等の情報を収集していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

今後の東京都市統計協議会の活動内容に大幅な変更
はない予定である。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 25 05 0257000 負担金　東京都市統計協議会 10,000 10,000 10,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 10,000 10,000 10,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

負担金　東京都統計協会 61092000

東京都統計協会の会費

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

25 統計調査費

05 統計調査総務費

その他
一般会計 負担金

東京都統計協会会則

一般都民・統計調査員・各種団体など

各種統計刊行物の出版や統計グラフコンクール、統計功労者の表彰などを行うことで、統計思想の普及及び啓発を図る。

統計調査及び統計の利用を一般化する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

（東京都統計協会について）
▼正会員…東京都及びその区域内に存する地
　　　　　方公共団体
▼賛助会員…本会の趣旨に賛同し入会する団
　　　　　　体又は個人
▼各種統計刊行物の出版配布
▼統計グラフコンクールの開催
▼統計に関する研究団体への助成指導　など

（東京都統計協会について）
▼正会員…東京都及びその区域内に存する地
　　　　　方公共団体
▼賛助会員…本会の趣旨に賛同し入会する団
　　　　　　体又は個人
▼各種統計刊行物の出版配布
▼統計グラフコンクールの開催
▼統計に関する研究団体への助成指導　など

●統計功労者表彰伝達式・東京都統計グラフ
コンクール表彰式への出席
●会費納入：2万円／年

●統計功労者表彰伝達式・東京都統計グラフ
コンクール表彰式への出席
●会費納入：2万円／年

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

20,000 20,000 20,000 0 0 0

20,000 20,000 20,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.01 0.01 0.01

89,539 93,495 87,418

0 0 0

0 0 0

0 0 124

109,539 113,495 107,542 0 0 0
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

当協会は東京都内の市区町村等を会員とし、統計思想の普及及び啓発の
ための各種活動を行っている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 1

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

●東京都統計協会は昭和27年に設立され、東京都、区市町村、団体、個人が会員となっている。
●当協会は、統計資料の刊行・配布、統計グラフ講習会・東京都統計大会・統計グラフコンクールなどを開催することにより、統計思想の普
及と啓発に努めている。
●従来、東京都内のすべての地方公共団体が正会員になっている。

特になし

●当協会は平成23年度末をもって解散となる予定である。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

D

2

当協会の事務局である東京都総務局統計部からは、
「当協会は平成23年度末をもって解散する方向で調
整中である。」との報告を受けている。
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H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 25 05 0258000 負担金　東京都統計協会 20,000 20,000 20,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 20,000 20,000 20,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

統計調査事務 61092100

統計法に基づく基幹統計調査の実施

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

政策総務部 総務管理課

10 総務費

25 統計調査費

10 基幹統計費

国
一般会計 ソフト事業（義務）

統計法、各種統計調査規則

各基幹統計調査の調査対象

統計法、各調査規則等に基づき調査を実施する。（法定受託事務）

行政施策の企画立案や政策運営の指標とするほか、学術研究等社会の様々な分野の活用に資するため。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼統計法、各調査規則等に基づき調査を実施
する。（法定受託事務）
　学校基本調査（5月1日）　
　建設工事統計調査（7月1日）
　平成21年経済センサス基礎調査（7月1日）
　平成21年全国消費実態調査（9〜11月）
　工業統計調査（12月1日）
　2010年農林業センサス（2月1日）
　平成22年国勢調査調査区設定事務

▼統計法、各調査規則等に基づき調査を実施
する。（法定受託事務）
　学校基本調査（5月1日）　
　建設工事統計調査（7月1日）
　平成22年国勢調査（10月1日）
　工業統計調査（12月1日）
　平成21年経済センサス基礎調査調査区管理
事務

●平成21年度学校基本調査
●平成21年度建設工事統計調査
●平成21年経済センサス基礎調査
●平成21年全国消費実態調査
●平成21年工業統計調査
●2010年世界農林業センサス
●平成22年国勢調査調査区設定事務

●平成22年度学校基本調査
●平成22年度建設工事統計調査
●平成22年国勢調査
●平成22年工業統計調査
●経済センサス調査区管理事務

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

18,410,000 17,074,000 121,228,000 13,090,000 0 0

0 0 0 0 0 0

18,407,000 13,988,000 120,771,000 12,614,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,000 3,086,000 457,000 476,000 0 0

18,410,000 17,074,000 121,228,000 0 0 0

12,753,434 13,597,701 107,979,591 0 0 0

69.3% 79.6% 89.1% 0.0% 0.0% 0.0%

2.62 3.58 3.86

23,459,291 33,471,095 33,743,232

0 0 0

0 0 0

111,153 145,441 134,096

36,323,878 47,214,237 141,856,919 0 0 0



統計調査事務
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分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

国が実施する統計調査であるが、地方自治法による法定受託事務として
、各地方公共団体が実施する必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 1

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

●法定受託事務として、国勢調査や経済センサス、商業統計調査、住宅・土地統計調査、建設工事統計調査などに係る事務を行っている。
●各調査の実施に当たっては、本市に登録している統計調査員等に指導員及び調査員をお願いしている。

●プライバシー意識の高まりなどにより、調査票の回収率低下が懸念される。
●各種調査の実施に当たっては、調査員による直接訪問が基本となっているため、今後も、本市に登録していただける調査員をいかに確保し
ていくかが課題である。

　円滑な調査の実施のためには、基本的には国が力を入れて、調査客体の理解を得ていくことが必要不可欠と考えているが、本市においても
、調査の実施に当たっては、市広報紙や市ＨＰ等により更なる周知を図っていくことで、調査客体の理解を得ていきたい。
　また、国勢調査等の大規模調査において、事務内容等が優秀であった調査員については、調査に協力してもらえるよう働きかけを行ってい
く。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

2

法定受託事務であるため、見直しには法令等の改正
が必須である。



統計調査事務

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 25 10 0260500 調査員等活動費 98,604,000 89,313,983 11,294,000

2 01 10 25 10 0261000 調査事務費 22,624,000 18,665,608 1,796,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 121,228,000 107,979,591 13,090,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

公共用地取得事業 61092200

公共用地取得事業

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

税務管財部 用地課

05 公共用地取得費

05 公共用地取得費

05 公共用地取得費

市
特別会計 その他

全地権者

事業実施計画に沿って適正価格で用地取得を行う。

住み良い街づくりを目指し、都市基盤の整備をする。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

一般道路・都市計画道路・公園用地等の取得 一般道路・都市計画道路・公園用地等の取得

・道路用地　　５件　　 303.65㎡
・公園用地　　４件　 3,990.68㎡
・諸施設用地　７件　 5,236.92㎡
・公共用地　　２件　 1,379.21㎡

　　　　計　１８件　10,910.46㎡

・道路用地　　　３件　　 323.15㎡
・都・計・道　　１件　　 555.75㎡
・公園用地　　　５件　 3,818.44㎡
・社会教育施設　１件　 7,812.76㎡
・公共用地　　　３件　 1,971.02㎡

　　　　　計　１３件　14,481.12㎡

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

1,517,571,000 1,574,641,000 1,672,849,000 3,067,110,000 0 0

16,000,000 100,000,000 100,000,000 105,050,000 0 0

54,500,000 12,650,000 166,000,000 159,585,000 0 0

250,000,000 0 0 407,000,000 0 0

6,349,000 2,763,000 2,250,000 600,000,000 0 0

1,190,722,000 1,459,228,000 1,404,599,000 1,795,475,000 0 0

2,063,386,000 2,410,407,000 4,857,719,000 0 0 0

1,942,898,015 2,310,199,447 4,705,845,788 0 0 0

94.2% 95.8% 96.9% 0.0% 0.0% 0.0%

8.00 8.00 8.00

71,631,424 74,795,744 69,934,160

0 0 0

0 0 0

2,363,150 3,162,626 3,459,662

2,016,892,589 2,388,157,817 4,779,239,610 0 0 0



公共用地取得事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

道路で取得を予定していた土地が一部取得できなかった。

① 予算に対する公共用地取得の達
成率

90

％

95 95 96 97 99 99

90 90 99 - - -

99

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

地域の秩序ある整備と公共の福祉の増進を目的とした公共用地の取得は
、地方公共団体等の責務と考える

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 2

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 3

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

限られた予算の中で、当初の事業計画は概ね達成できたと考えている。

都市計画道路、一般道路で未だ一部取得出来ないでいる所がある。

上記の未取得地に関して、今後解決策を見出したい。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

今後も、市の事業実施計画などに基づいて、適正な
公共用地の取得に努めていく



公共用地取得事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 13 05 05 05 3400100 負担金　東京地区用地対策連絡協議会 15,000 14,000 14,000

2 13 05 05 05 3400300 測量及び物件調査費 3,979,000 30,559,402 29,305,000

3 13 05 05 05 3400400 道路用地取得事業費　物件等補償料 145,000,000 158,327,332 203,000,000

4 13 05 05 05 3400500 道路用地取得事業費　公有財産購入費 210,004,000 165,244,833 329,669,000

5 13 05 05 05 3400600 都市計画道路用地取得事業費　物件等補償料 120,000,000 60,898,093 240,000,000

6 13 05 05 05 3400700 都市計画道路用地取得事業費　公有財産購入費 136,156,000 147,057,995 206,446,000

7 13 05 05 05 3400800 公園用地取得事業費　物件等補償料 28,000,000 0 313,000,000

8 13 05 05 05 3400900 公園用地取得事業費　公有財産購入費 977,809,000 977,553,736 730,210,000

9 13 05 05 05 3400950 社会教育施設用地取得事業費　公有財産購入費 0 2,632,900,120

10 13 05 05 05 3400990 諸施設用地取得事業費　物件等補償料 35,000,000

11 13 05 05 05 3401000 諸施設用地取得事業費　公有財産購入費 410,966,000

12 13 05 05 05 3401050 公共用地取得事業費　公有財産購入費 41,386,000 526,187,277 520,000,000

13 13 05 05 05 3401100 宅地造成事業費　造成工事費 500,000 0 500,000

14 13 05 05 05 3401200 物件等補償費　物件等補償料（債務負担行為解消分） 10,000,000 7,103,000 49,000,000

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,672,849,000 4,705,845,788 3,067,110,000



対 象

手 段 ・ 方 法

意 図

職 員 数

職 員 人 件 費

記 載 年 月

対 象 年 度

間 接 経 費

（間接経費）

嘱 託 員 数

嘱託員人件費

そ の 他

事務事業評価シート

国庫支出金

（単位：円）

市 債

決 算 額

一 般 財 源

予 算 現 額

（人件費）

執 行 率

１　事務事業の概要

目

基本目標

基本施策
総合
計画

施　　策

根 拠 ／ 関 連
法 令 名

会 計 区 分

事業実施計画

３　事業計画・実績

４　事業費・人件費等の推移

総 コ ス ト

当 初 予 算 額

都 支 出 金

（事業費）

市関連計画名

項

款

予算
科目

制 度 上 の
実 施 主 体 事業実施期間

事 業 類 型

～

事 務 事 業
コ ー ド

事 務 事 業 名

概 要

主 管 部 課 名

２　事務事業の目的

平成23年5月

平成22年度

- 1 -

東日本大震災支援事業 61092700

東日本大震災で被災した東北地方への支援

Ⅵ 施策体系外

1 施策体系外

109 施策体系外

環境安全部 防災課

10 総務費

05 総務管理費

05 一般管理費

市
一般会計 ソフト事業（任意）

平成22年度

災害対策基本法 府中市地域防災計画

東日本大震災で被災した自治体、被災者、避難者

東日本大震災で被災した自治体への支援物資の提供、職員の派遣、避難者の受入れ

被災自治体を支援することで、一日でも早い復興に協力する。

H21年度計画 H22年度計画 H23年度計画

H21年度実績 H22年度実績 H23年度実績

▼被災自治体への物資等の提供
▼被災自治体への物資提供職員の派遣
▼市営住宅への避難者受入れの準備
▼市内における震災対応

▼災害対策本部の設置、運営
▼多賀城市等東北地方自治体への物資の提供
及び職員（延べ12名）の派遣
▼市営住宅への避難者受け入れ準備

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 2,850,000 0 0 0

0 0 2,012,243 0 0 0

0.0% 0.0% 70.6% 0.0% 0.0% 0.0%

0.00 0.00 0.88

0 0 7,692,758

0

0 0 0

149,933

0 0 9,854,934 0 0 0



東日本大震災支援事業

- 2 -

13 2

分　析

５　指標実績の推移等

実　績

指標名
実績の推移

総合評価（今後の方向性）

実　績

計画値

基準値
（単位）

設　問

指標の分析

６　現状分析

今後の展開（具体的方策等）

今後の課題（未達成の課題等）

７　事務事業の評価

これまでの主な取組と成果

計画値

目標値・
目標年度H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

①
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

②
-

-

- - - - - -

- - - - - -

-

-

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

災害対策基本法により、市で実施しなければならない事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 市民・団体・議会等から要望や要請がある事業である。 多くの要望等がある 要望等がある 要望等はない 3

④ 他の事業に優先して実施すべき緊急性の高い事業である。 緊急性が高い 緊急性がある 緊急性は低い 3

⑤ 「施策」の目的を実現するために有効な事業である。 非常に有効である 有効である あまり有効性はない

⑥ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

⑦ サービス水準を落とさずにコスト削減や効率的運営はできない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

⑧ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑨ 事業の対象者全員が公平にサービスを受けることができる。 公平に受けられる ほぼ公平に受けられる 特定の対象に偏っている 1

⑩ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の対応として、災害対策本部を設置し、駅前滞留者の一時収容、計画停電の広報等を実施した
。
被災地である宮城県多賀城市への物資の提供、職員の派遣等を実施した。
市営住宅への避難者受入れ準備として、家電類の購入を行った。

災害対策本部の円滑な運営について、今回の震災を踏まえて整備していく必要がある。
すみやかに避難者受け入れのための募集、入居者の決定を行い、円滑な受け入れに取り組む。

災害対策本部設置時における市各部署の活動について整理していく。
被災地の復興状況、避難入居者の意向に配慮しながら対応していく。

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

災害対策本部の設置運営の課題を整理していく。ま
た東北地方の支援については、被災地の要請を踏ま
えて継続していく。
被災地の復興状況、避難入居者の意向に配慮しなが
ら対応していく。



東日本大震災支援事業

- 3 -

H22年度 H23年度

８　構成事業一覧 （単位：円）

予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項
事　業
コード

目
H22年度 H23年度

1 01 10 05 05 0035500 東日本大震災支援事業費 0 1,192,990

2 01 10 05 05 0035600 東日本大震災支援事業費 0 69,600

3 01 10 05 05 0035700 東日本大震災支援事業費 0 749,653

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,012,243
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